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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

営業収入 （百万円） 35,285 38,632 67,202 74,205 78,932

経常利益 （百万円） 5,952 6,246 4,792 6,448 6,966

当期純利益 （百万円） 2,982 3,360 2,254 3,427 4,352

包括利益 （百万円） 3,166 3,477 2,423 3,567 4,525

純資産額 （百万円） 19,070 21,700 23,060 25,966 29,600

総資産額 （百万円） 38,721 55,894 56,660 58,206 59,106

１株当たり純資産額 （円） 943.24 1,066.61 1,126.65 1,262.58 1,431.39

１株当たり当期純利益 （円） 148.53 167.35 112.28 170.68 216.73

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 48.9 38.3 39.9 43.6 48.6

自己資本利益率 （％） 16.8 16.7 10.2 14.3 16.0

株価収益率 （倍） 15.48 14.80 22.62 19.27 16.72

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 4,943 5,250 3,702 5,681 6,269

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △1,113 △3,192 △1,643 △942 1,073

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △1,483 △1,706 △3,516 △2,962 △4,753

現金及び現金同等物の期末残

高
（百万円） 10,192 10,543 9,086 10,862 13,451

従業員数
(人)

3,518 6,027 6,608 6,962 7,227

(外、平均臨時雇用者数) (2,430) (7,593) (8,172) (9,983) (10,645)

　（注）１．営業収入には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いました。第14期の

期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定して

おります。

４．第18期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位へ変更しております。なお、比較を容易にするため第

17期以前についても百万円単位に変更して表示しております。

 

 

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

有価証券報告書

 2/90



（2）提出会社の経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

営業収入 （百万円） 29,356 32,066 36,271 40,067 42,276

経常利益 （百万円） 5,375 4,818 4,344 4,457 4,045

当期純利益 （百万円） 3,254 2,650 2,880 2,577 2,512

資本金 （百万円） 3,925 3,925 3,925 3,925 3,925

発行済株式総数 （株） 200,800 200,800 200,800 20,080,000 20,080,000

純資産額 （百万円） 18,067 19,834 21,651 23,505 25,085

総資産額 （百万円） 36,206 38,267 45,402 47,843 48,030

１株当たり純資産額 （円） 899.77 987.77 1,078.24 1,170.60 1,249.26

１株当たり配当額
(円)

4,400 5,300 3,600 53 65

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 162.08 131.99 143.47 128.36 125.12

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 49.9 51.8 47.7 49.1 52.2

自己資本利益率 （％） 19.4 14.0 13.9 11.4 10.3

株価収益率 （倍） 14.19 18.77 17.70 25.63 28.97

配当性向 （％） 27.1 40.2 25.1 41.3 51.9

従業員数
(人)

3,075 3,403 3,858 3,720 3,776

(外、平均臨時雇用者数) (1,977) (2,379) (2,916) (3,220) (3,248)

　（注）１．営業収入には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いました。第14期の

期首に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお

ります。

４．第18期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位へ変更しております。なお、比較を容易にするため第

17期以前についても百万円単位に変更しております。
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２【沿革】

年月 事項

平成９年５月 老人用住宅の賃貸管理運営、介護用品の販売、食事の宅配を目的として岡山県岡山市青江（現岡

山市北区青江）に株式会社メッセージを設立

平成９年５月 岡山県岡山市（現岡山市南区）にグループホーム「和蘭ハウス」(現アミーユ大福)を開設

平成11年11月 介護用品販売及び食事の宅配部門をライフメッセージ株式会社に営業譲渡

平成11年11月 本社を岡山県岡山市東畦（現岡山市南区東畦）に移転

平成12年８月 岡山県外第１号施設・コミュニティホーム（特定施設入居者生活介護事業所）の第１号施設とし

て広島県福山市に「アミーユ南蔵王」（グループホーム・コミュニティホーム・デイサービスセ

ンター併設）を開設

平成13年12月 本社を岡山県倉敷市平田に移転

平成14年２月 フランチャイジーの第１号施設として岐阜県岐阜市にて「アミーユ岐阜長良」を開設

平成14年５月 「メッセージケアサービス」を開設し訪問介護事業に進出

平成14年10月 「ケアプランセンター豊中」を開設し居宅介護支援事業に進出

平成15年２月 給食の製造及び施設への配食を目的とした株式会社シーケーフーヅを全額出資の子会社として設

立

平成16年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年９月 アミーユレジデンスの第１号施設として名古屋市緑区に「アミーユレジデンス神沢」を開設

平成16年10月 介護用品の販売及び福祉用具貸与を行うライフメッセージ株式会社の株式を取得し子会社化

平成16年10月 不動産の管理、売買等を目的とした株式会社エムエステートを全額出資の子会社として設立

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年１月 本社を岡山県岡山市下中野（現岡山市北区下中野）に移転

平成17年２月 高齢者に関しての看護、介護技術の研究開発指導及び出版を行う株式会社介護システム研究所の

株式を取得し子会社化

平成17年７月 積水ハウス株式会社と共同出資で積和サポートシステム株式会社（関連会社）を設立

平成17年11月 介護付有料老人ホーム事業を行うコンフォートピア株式会社の株式を取得し子会社化

平成18年４月 コンフォートピア株式会社を合併

平成18年４月 介護保険法改正と同時に介護保険上の介護予防事業所の指定を受ける

平成18年10月 コンピュータ機器及びソフトウェアの販売並びにメンテナンスサポート等関連事業を行う株式会

社セットアップの株式を取得し関連会社化

平成19年３月 高齢者専用賃貸住宅の第１号として大阪府吹田市に「Ｃアミーユ万博公園Ⅱ」を開設

平成20年８月 有料老人ホームの運営を行う積和サポートシステム株式会社の株式を追加取得し子会社化

平成24年１月

 

平成24年３月

高齢者住まい法改正により直営で初めて「Ｃアミーユ王子神谷」をサービス付き高齢者向け住宅

として登録

介護事業関連サービス（訪問介護等）の提供を行う株式会社ジャパンケアサービスグループの株

式を取得し、株式会社ジャパンケアサービスグループ他７社を子会社化

平成24年７月

 

株式会社ジャパンケアサービスより介護付有料老人ホーム「ウエルピア市川」に関わる事業を承

継

平成24年10月 株式会社ジャパンケアサービスより介護付有料老人ホーム「グリーン東京」に関わる事業を承継

平成24年11月 株式会社ジャパンケアサービスより介護付き有料老人ホーム「遊雅東嶺町」に関わる事業を承継

平成24年11月

 

連結子会社の株式会社ジャパンケアサービスが、連結子会社の株式会社ジャパンケアフーズを吸

収合併

平成25年３月 連結子会社の株式会社エムエステートを清算

平成25年４月 連結子会社の株式会社ジャパンケアサービスが、連結子会社の株式会社ジャパンケアサービスグ

ループを吸収合併

平成25年７月 持分法適用会社の株式会社セットアップを株式追加取得により子会社化

平成25年７月 介護事業関連サービス（訪問介護等）の提供を目的とした株式会社ＪＩＣＣを全額出資の子会社

として設立

平成25年９月 本社を岡山県岡山市南区西市に移転

平成25年10月 普通株式１株当たり100株の割合で株式分割及び単元株制度の採用（単元株式数100株）

平成26年５月 介護付き有料老人ホーム「遊雅東嶺町」に関わる事業を会社分割によりトラストガーデン株式会

社に承継
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３【事業の内容】

(1）事業の概要について

　当連結会計年度末において、当社グループは、当社、連結子会社11社で構成されており、何らかの障がいを持った

高齢者に対して住宅を提供するとともに、食事を含む生活支援サービスや介護サービスを提供し、生活を支えること

を主たる業務としております。

　当社の事業内容のうち、介護サービスにつきましては、介護保険法上の居宅サービスに該当し、各都道府県等から

「居宅サービス事業者」の指定を受け、介護認定者に対し、「特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生

活介護(介護付有料老人ホーム)」、「認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護(グループ

ホーム)」、「訪問介護（ホームヘルプサービス）」、「居宅介護支援」、「小規模多機能型居宅介護・介護予防小

規模多機能型居宅介護」等を行っております。ＦＣ（フランチャイズ）事業につきましても、フランチャイジーの事

業が「特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護」に該当しており、介護保険法に従ってフラン

チャイジーに対する支援事業を行っております。

　高齢者向け住宅の提供につきましては、「高齢者の居住安定確保に関する法律等の一部を改正する法律」（以下、

「改正高齢者住まい法」という。）に基づき、一定の設備要件を満たし、生活支援サービスを備えたサービス付き高

齢者向け住宅を「Ｃアミーユ」のブランド名で展開しております。

　連結子会社につきましては、株式会社シーケーフーヅは、給食サービスを提供する事業、積和サポートシステム株

式会社は、介護付有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の運営事業、ライフメッセージ株式会社は、介護

用品販売事業、株式会社介護システム研究所は介護に関する研究・出版事業を行っております。また、株式会社ジャ

パンケアサービスは、主として在宅高齢者向けに訪問介護や通所介護サービス等を提供する事業、株式会社ＪＩＣＣ

は主として在宅高齢者向け及びサービス付き高齢者向け住宅に訪問介護や定期巡回・随時対応型訪問介護看護等を提

供する事業を行っております。さらに、株式会社セットアップはコンピュータ機器及びソフトウェアの販売並びにメ

ンテナンスサポート等関連事業を行っております。

 

(2）「アミーユ」について

　当社が独自に企画・開発したケア付住宅「アミーユ」は、フランス語の「アミ＝友達」、「ファミーユ＝家族」を

組み合わせた「友達家族」の意味です。福祉先進国スウェーデンで生まれた小グループでお年寄りをケアするユニッ

トケアの考え方を取り入れるところからスタートし、個室でプライバシーを保護、かつ、アットホームな住環境を実

現しております。「アミーユ」のコンセプトは「ノーマライゼーション（普通の生活の実現）」であり、入居者が認

知症や障がいをもたれる前の普通の生活が送れるような介護支援を目指しております。

　「アミーユ」は、これまでのような一部の富裕層を対象とした有料老人ホームではなく、要介護状態にある年金受

給者にも無理のない料金体系で運営しております。

 

(3）報告セグメントの種類について

①アミーユ事業

・特定施設入居者生活介護事業

　「特定施設入居者生活介護」とは、介護保険法上、「特定施設（有料老人ホームその他厚生労働省令で定める施

設であって、第８条第19項に規定する地域密着型特定施設でないもの）に入居している要介護者について当該特定

施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その他厚生労働省令で定める事項を定めた計画に基づき行われ

る入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの、機能訓練及び療養

上の世話をいう。」と定められています。「介護予防特定施設入居者生活介護」とは、介護保険法上、「特定施設

（介護専用型特定施設を除く。）に入居している要支援者について、その介護予防を目的として、当該特定施設が

提供するサービスの内容、これを担当する者その他厚生労働省令で定める事項を定めた計画に基づき行われる入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働省令で定めるもの、機能訓練及び療養上の

世話をいう。」と定められています。

　当社が現在運営しているのは特定施設の中で「介護付有料老人ホーム」に分類されるもので、「アミーユ」・

「アミーユレジデンス」、子会社の積和サポートシステム株式会社では「Ｓアミーユ」のブランドで展開してお

り、以下の３タイプがあります。

　「コミュニティホーム」では、認知症の有無を問わず、要支援及び要介護認定を受けた入居者15名程度に対し

６～７名の職員が介護サービスを提供しております。

　「アシステッドリビング」では、共有部分を少し小さくして個人の生活を重視する個別ケア方式をとっておりま

す。「コミュニティホーム」同様、認知症の有無を問わず、要支援及び要介護認定を受けた入居者15名程度に対

し、６～７名の職員が介護にあたりますが、フロアー内で職員を固定せず、ケアプランに応じて訪室するなど、入

居者の自立度を高めております。

　「レジデンス」では、「アシステッドリビング」方式を発展させており、部屋面積を広くして各部屋にミニキッ

チンと浴室を備え付けることで、住まいとしての機能をより充実させ、入居者の自立度を更に高めております。

・認知症対応型共同生活介護事業
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　「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」とは、介護保険法上、「要介護者であって認知症であるもの

（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。）について、その共同生活を営むべき住居にお

いて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことをいう。」と定められてお

ります。

　「介護予防認知症対応型共同生活介護」とは、介護保険法上、「要支援者（厚生労働省令で定める要支援状態区

分に該当する状態である者に限る。）であって認知症であるもの（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態

にある者を除く。）について、その共同生活を営むべき住居において、その介護予防を目的として、入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことをいう。」と定められております。

　当社は「グループホーム」についても「アミーユ」のブランドで展開しております。

　「グループホーム」では、認知症のある要支援及び要介護認定を受けた入居者９名に対し、５～６名の職員が固

定するため、なじみの関係となり、家庭的雰囲気の中で、それぞれの希望に応じた介護サービスが提供しやすくな

ります。

 

②地域包括ケア事業

・Ｃアミーユ事業

　「Ｃアミーユ事業」とはサービス付き高齢者向け住宅へ訪問介護、居宅介護支援、食事の提供、生活支援サービ

スなどを提供する事業であります。また、サービス付き高齢者向け住宅とは、改正高齢者住まい法に基づき、国土

交通省によって創設された制度事業であります。

　介護付有料老人ホームが介護保険法上の居宅サービスに該当する一方、サービス付き高齢者向け住宅はバリアフ

リー機能や生活支援サービス付きの賃貸住宅であり、自由度の高い運営ができます。 また、サービス付き高齢者

向け住宅は、利用権契約である介護付有料老人ホームと違って賃貸借契約であり、借家権が保障され、貸主側の都

合で部屋を移動させられることはありません。

　「Ｃアミーユ」の“Ｃ”は、「共同の、集合の」という意味をもつコーポラティブ（Cooperative）の頭文字を

語源としています。「Ｃアミーユ」のコンセプトは、「アミーユ」と同様に「ノーマライゼーション（普通の生活

の実現）」であり、介護付き有料老人ホームなどの施設よりもさらにご自宅に近い自由な環境で、個々の状況に応

じて必要なサービスを利用しながら、自分らしい暮らしを続けるための場所と位置付けております。

・在宅介護事業

　株式会社ジャパンケアサービス及び株式会社ＪＩＣＣを含む連結子会社６社で運営しております。その内、主に

株式会社ジャパンケアサービス及び株式会社ＪＩＣＣが、在宅の高齢者を対象にご自宅で安心・安全に暮らしてい

ただくため、またご家族の介護負担の軽減をお手伝いするために訪問介護、定期巡回随時対応型訪問介護看護、通

所介護、小規模多機能型居宅介護等の多種にわたる介護サービスを提供しております。

　訪問介護とは、ホームヘルパーがご自宅を訪問し、生活の様々なシーンで身体介護や生活援助のサービスを提供

する事業であります。ご本人はもちろん、ご家族にとっても、住み慣れたご自宅での生活がおくれるようサービス

を提供しております。

　定期巡回随時対応型訪問介護看護とは、医療ニーズが高い方、排泄や服薬のため1日複数回介助が必要な方、看

護師によるサポートが必要な方など介護度が高い方でも、安心して自宅で生活を続けていただくために、ヘル

パー・看護師の定期訪問及び随時対応等のサービスを提供する事業であります。

　通所介護とは、趣味活動や交流、リハビリ、入浴などをしていただける日帰りの介護サービスです。送迎サービ

ス、看護師による健康チェックのほか、その場で調理した温かいお食事もご提供します。

　小規模多機能型居宅介護とは、「通い」を中心に、ご要望にあわせて「宿泊」と「訪問」を組み合わせた、24時

間365日切れ目のない安心をお届けする介護サービスです。ご本人にとっても、ご家族にとっても、無理のないご

自宅での生活が可能になります。いつも通っている事業所の顔なじみのスタッフにより、必要なときに訪問、ある

いは宿泊しての介護を受けられる柔軟で多機能な介護サービスであります。

 

③給食事業

　「アミーユ」「アミーユレジデンス」「Ｓアミーユ」及び「Ｃアミーユ」等の入居者に安くて美味しい食事を安

定的に提供するために、子会社の株式会社シーケーフーヅは、当社、ＦＣ事業者及び外部事業者に対して給食サー

ビスを供給しております。
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④その他

・介護用品販売事業

　「アミーユ」「アミーユレジデンス」「Ｓアミーユ」及び「Ｃアミーユ」等の入居者及び一般の高齢者に対し、

子会社のライフメッセージ株式会社は、介護用品の販売・レンタルを行っております。

・ＦＣ（フランチャイズ）事業

　住み慣れた環境での生活を継続していただくという意味では地域性の強い事業であるため、それぞれの地域につ

いては、地域貢献の意味も込めて、その地域の方に事業として取り組んでいただきたいと考え、「アミーユ」「ア

ミーユレジデンス」をフランチャイズ展開しております。

・その他

　子会社の株式会社介護システム研究所は、介護技術の研究・開発・指導及び出版を行っております。子会社の株

式会社セットアップは、コンピュータ機器及びソフトウェアの販売並びにメンテナンスサポート等関連事業を行っ

ております。
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［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

①介護サービスの提供など（特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護、サ付き住宅等）

 ②食事サービスの提供

 ③介護用品販売

 ④施設運営ノウハウの提供

 ⑤介護技術の研究・開発・指導、出版

 ⑥コンピュータ機器及びソフトウエアの販売並びにメンテナンスサポート等

 ⑦介護サービスの提供など（訪問介護、定期巡回、通所介護、小規模多機能型居宅介護等）

 ☆連結子会社
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［アミーユの地区別施設数］

［直営施設］ 平成27年３月31日現在
 

地区名 施設数 定員（名）

中四国地区 16施設 　727

関西地区 49施設 2,488

中部地区 21施設 1,141

関東地区 76施設 4,269

直営施設合計 162施設 8,625

 

 [ＦＣ施設]

地区名 施設数 定員（名）

中四国地区 ４施設 　275

関西地区 ８施設 　402

中部地区 ９施設 　422

関東地区 ３施設 　156

ＦＣ施設合計 24施設 1,255

アミーユ総合計 186施設 9,880

 

 　［Ｃアミーユの地区別登録数］

［直営物件］ 平成27年３月31日現在
 

地区名 物件数 戸数（戸）

中四国地区 ２物件 　213

関西地区 35物件 2,652

中部地区 ８物件 　359

関東地区 72物件 3,703

Ｃアミーユ合計 117物件 6,927

（注）１．上記のとおり、当連結会計年度末の［アミーユ］・［Ｃアミーユ］の合計施設数は、303施設（直営279施設、

ＦＣ24施設）、総入居定員数は16,807名となっております。

２．Ｃアミーユは業務提携６件（入居定員数344）を含みます。

３．各地区の都道府県区分は以下のとおりであります。

中四国地区：岡山県、広島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、熊本県

関西地区：大阪府、兵庫県、奈良県、京都府

中部地区：愛知県、静岡県、三重県、岐阜県

関東地区：東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、山梨県、宮城県、北海道
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

（注１）
議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱シーケーフーヅ

 

岡山市

南区
20 給食事業 100.0

当社の施設入居者に対する

給食サービスを行ってい

る。役員の兼任２名

積和サポートシステム㈱

（注）２

東京都

中央区
100

アミーユ事業

地域包括ケア事業
51.0

有料老人ホームの運営ノウ

ハウの提供を受けている。

役員の兼任１名

ライフメッセージ㈱
岡山市

北区
10 その他の事業 100.0

当社の施設入居者に対する

介護用品の販売を行ってい

る。役員の兼任１名

㈱介護システム研究所
岡山市

南区
10 その他の事業 100.0

当社に書籍を販売してい

る。

㈱ジャパンケアサービス

（注）２

東京都

中央区
50 地域包括ケア事業 100.0

役員の兼任２名

資金援助あり。

㈱セットアップ
岡山市

北区
25 その他の事業 65.0

当社に対するコンピュータ

機器及びソフトウェアの販

売、サポートを行ってい

る。役員の兼任１名

㈱ＪＩＣＣ
東京都

中央区
10 地域包括ケア事業 100.0

役員の兼任１名

資金援助あり。

その他４社
 

 
    

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．積和サポートシステム㈱及び㈱ジャパンケアサービスについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除

く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えており、当連結会計年度における「主要な損益情報等」は次の

とおりです。

 

 
主要な損益情報等（百万円）

営業収入 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額

積和サポートシステム㈱ 8,088 810 532 1,650 2,989

㈱ジャパンケアサービス 20,448 417 176 △256 7,072
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

アミーユ事業 3,316 （1,594）

地域包括ケア事業 3,579 （7,950）

給食事業 60 （1,085）

その他 41 （8）

全社（共通） 231 （8）

合計 7,227 （10,645）

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除いております。）であり、臨時雇用者数

は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

3,776(3,248) 38.4 4.1 3,581,274

 

セグメントの名称 従業員数（人）

アミーユ事業 2,856（1,410）

地域包括ケア事業 695（1,830）

全社（共通） 225 （8）

合計 3,776（3,248）

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除いております。）であり、臨時雇用者数は、年間の平均

人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3）労働組合の状況

　㈱ジャパンケアサービス及びその子会社において、労働組合は結成されておりますが、労使関係は円満に推移し

ており、労働組合との間に特記すべき事項はありません。

　また、当社においては、平成24年７月以降に㈱ジャパンケアサービスから一部事業を承継したことにより、当該

事業に所属する従業員のうち174名が組合員となっております。

　平成27年３月31日現在の組合員数は5,913名です。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げを主因として平成26年度入り後に急速に落ち込みました

が、年度後半は緩やかな回復基調が続きました。個人消費は、消費税引き上げ前の駆け込み需要の反動で大きく落ち

込んだ後、夏場以降は反動の影響が和らぎ持ち直しつつありますが、物価上昇に伴う実質所得低下の影響からその

ペースは緩やかにとどまっています。一方設備投資は、企業収益の改善を背景に回復基調を維持しています。貿易収

支は、東日本大震災以降赤字が続いていますが、輸出が持ち直す一方、原油価格下落の影響から輸入の伸びが低下し

ているため赤字幅は縮小しています。世界経済の情勢に目を向けると、米国では平成26年の実質ＧＤＰ成長率が前年

比2.4％となり、平成25年（同2.2％）から小幅ながら成長が加速しました。ユーロ圏において、実質ＧＤＰは消費主

導で緩やかに回復しており、回復傾向は継続しています。中国では、経済成長率が緩やかに減速していますが、成長

率は７％台半ばの高い数字を維持しています。

当社グループを取り巻く環境につきましては、わが国の高齢化率（65歳以上が総人口に占める割合）は年々上昇

し、介護保険制度開始時の平成12年には3.6兆円であった介護給付費が平成25年には9.4兆円に増加しており、平成37

年には20兆円を超えることが見込まれております。また、平成27年４月に実施された介護保険制度改正において、全

体の改定率はマイナス2.27％となりました。これは介護職員の処遇改善交付分のプラス1.65％及び認知症・中重度者

への対応分のプラス0.56％を含んだ数字であり、実質的には全体でマイナス4.48％もの大幅な介護報酬引き下げが行

われました。一方で平成37年には介護職員が250万人必要との試算もあり、現状よりも約80万人の就業者確保が必要

となります。今後事業者は、生産性を向上して、コストの削減とサービスの充実を同時に達成することが必要となっ

てくると思われます。

このような環境のもと、当社グループにおいては、主力事業である介護付有料老人ホーム（アミーユ等）は、引き

続き高い評価を頂いた結果、平成27年３月末時点での入居率は96.5％（開設後１年を経過した既存物件では96.5％）

の水準を維持しております。サービス付き高齢者向け住宅（Ｃアミーユ）も、計画通りに開設をしており、平成27年

３月末時点での入居率は88.6％（開設後１年を経過した既存物件では91.1％）となっております。今後も、高齢者に

対して良質な住まいと生活を提供することを目的にＣアミーユの事業拡大をおこなってまいります。

当連結会計年度における、当社グループによる事業展開は、アミーユレジデンス１施設、Ｃアミーユ15件を新たに

開設し、当連結会計年度末の「アミーユ等」の施設数は、直営162施設、ＦＣ24施設、合計186施設、総入居定員は

9,880名、「Ｃアミーユ」の件数は合計117件、総入居定員6,927名となっております。また、当連結会計年度末の

「地域包括ケア事業」の事業所数は、訪問介護273、居宅介護支援208、通所介護50、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護61、夜間対応型訪問介護42、訪問入浴23、小規模多機能型居宅介護24、その他含む合計723か所となっておりま

す。

以上の結果、当連結会計年度の営業収入は78,932百万円（前年同期比6.4％増）、営業利益は7,346百万円（同

10.4％増）、経常利益は6,966百万円（同8.0％増）、当期純利益は4,352百万円（同27.0％増）となりました。

当社は前連結会計年度における報告セグメントの区分の「Ｃアミーユ事業」と「ジャパンケア事業」を統合させ、

当連結会計年度より新しく「地域包括ケア事業」に変更いたしました。なお前連結会計年度のセグメント情報は、会

社組織変更後の報告セグメント区分に基づいております。

セグメント別の業績は以下のようになっております。

①  アミーユ事業

　既存施設の入居率が競争激化により伸び悩んだこと、１施設をリゾートトラスト株式会社の子会社へ会社分

割により事業承継したこと、また、販売費及び一般管理費の増加等により、当連結会計年度において、営業収

入は36,513百万円（前年同期比0.1％増）、セグメント利益は4,965百万円（同14.9％減）となりました。

②  地域包括ケア事業

　当連結会計年度において、15件の「Ｃアミーユ」を新たに開設し、既存物件の入居率が引き続き好調であり

ました。また、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の営業収入が増加したことにより、営業収入は38,274

百万円（同12.0％増）、セグメント利益は454百万円（前年同期は801百万円の損失）となりました。

③  給食事業

　当連結会計年度において、「アミーユレジデンス」を１施設、新たに開設したこと、及び「Ｃアミーユ」を

15件新たに開設し、入居者数が増加し食事の利用者数が増加したこと等により、営業収入は6,457百万円（前

年同期比14.0％増）、セグメント利益は1,426百万円（同16.8％増）となりました。

④  その他

　当連結会計年度において、主に介護用品の販売が増加したこと等により、営業収入は2,616百万円（前年同

期比3.1％増）、セグメント利益は478百万円（同5.8％増）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ2,588百万

円増加し、当連結会計年度末残高は13,451百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は6,269百万円（前年同期比10.3％増）となりました。これは主に税金等調整前当

期純利益が7,284百万円（同12.6％増）になったこと及び未払消費税等の増加額が272百万円（同590.5%増）になっ

たこと等によるものであります。

 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は1,073百万円（前年同期は942百万円の使用）となりました。これは主に有形固定

資産の売却により762百万円（前年同期なし）増加したこと及び事業分離による収入により719百万円（前年同期な

し）増加したこと等によるものであります。

 

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は4,753百万円（前年同期比60.5％増）となりました。これは主に短期借入金の返

済に2,100百万円（同90.9％増）支出したこと、長期借入れによる収入がないこと（前年同期は1,457百万円の収

入）及び配当金の支払に1,064百万円（同47.1％増）使用したこと等によるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

有価証券報告書

13/90



２【生産、受注及び販売の状況】

　(1）生産実績

　該当事項はありません。

　(2）受注状況

　該当事項はありません。

　(3）販売実績

当社は前連結会計年度における報告セグメントの区分の「Ｃアミーユ事業」と「ジャパンケア事業」を統合させ、

当連結会計年度より新しく「地域包括ケア事業」に変更いたしました。なお前連結会計年度のセグメント情報は、会

社組織変更後の報告セグメント区分に基づいております。

　販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　セグメント別実績

 

 セグメントの名称

 

当連結会計年度（百万円）  

（自 平成26年４月１日 前年同期比（％）

　　至 平成27年３月31日）  

アミーユ事業 36,513  100.1  

地域包括ケア事業 38,274  112.0  

給食事業 2,897  132.4  

その他 1,246  106.6  

合計 78,932  106.4  

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

平成12年の介護保険法施行以後、平成17年12月に開始された高齢者専用賃貸住宅登録制度及びその後を引き継いだ

形の改正高齢者住まい法（サービス付き高齢者向け住宅登録制度の開始、平成23年11月）における政府によるサービ

ス付き高齢者向け住宅建築資金への補助金政策実施などにより、様々な民間事業者が高齢者住宅事業に参入し、サー

ビス付き高齢者向け住宅の登録数も当連結会計年度末で17万戸を超えるなど供給数の増加に加え、サービス内容・価

格も多様化が顕著となっております。高齢者にとっては生活のあり方や自身の住まいの選択肢が広がると同時に、自

身のライフスタイルに合ったサービスを見極めることが重要となってまいります。

　今後、当社グループとしては、今まで以上にご利用者の立場に立ったサービス付き高齢者向け住宅を中心とする住

まいの場の提供と関連サービスの供給を積極的に行うことで、ますます増加することが予想される高齢者の安心でき

る生活を支えていく所存です。

　そのためには、優秀な介護職員の人材確保と育成が必要であります。新卒採用、中途採用を積極的に進めるととも

に、平成26年４月より定年退職制度及び正規・非正規社員の区分を廃止し、すべての従業員が無期限の雇用という勤

務環境を整えました。また、介護職員の待遇改善や、キャリアアップ制度等の充実に努めることで人材確保の安定性

を維持継続するとともに、介護スキルの絶えざる研究と介護職員のレベルアップにつなげる教育研修制度を継続して

充実させてまいります。その他、介護職員による医療行為を同業他社との明確な差別化要因として位置付け、医療行

為を可能にするための「認定特定行為業務従事者資格」取得に向けた社外研修にも積極的に取り組んでまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。

(1）事業の内容について

　①　施設展開及びサービス提供方針について

　当社グループが独自に企画・開発した「アミーユ」「Ｃアミーユ」は、主として家主との間で一棟毎の賃貸借

契約を締結しております。契約期間は主として20年間で、以後３年毎に更新する方針をとっております。当初20

年間は解約できないため、当社にとっては安定継続的に施設を賃借・運営できる反面、短期間での施設閉鎖や入

居費用の見直しが困難であることから、「アミーユ」「Ｃアミーユ」の稼働率が大きく低下した場合や、近隣の

家賃や同業者の入居費用等の相場が下落した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。

　また、「Ｃアミーユ」に関しては賃貸住宅運営と生活支援サービスや介護サービスの提供の複合事業であり、

これまでは当社が一括して事業運営を行っておりましたが、賃貸住宅運営については建築事業者や不動産事業者

などと業務分担し、当社グループは生活支援サービスや介護サービスのみを提供する形での業務提携も新たに

サービスの提供を開始しております。入居率の低迷などにより賃貸事業自体の業績が芳しくない場合は生活支援

サービスや介護サービスの提供を行う当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。

　なお、当社グループは「アミーユ」及び「Ｃアミーユ」のフランチャイズ展開しておりますが、フランチャイ

ズ事業においてフランチャイジーの不祥事等により、「アミーユ」及び「Ｃアミーユ」ブランドのイメージが著

しく傷つけられたような場合にも当社グループの業績は影響を受ける場合があります。

　この他、地域包括ケア事業においては、主に訪問介護サービスを提供しておりますが、同業他社との競合の結

果、同サービスの利用者の獲得が計画通りに進まなかった場合、及びサービスを提供するヘルパーの確保が予定

通り進まなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。

 

　②　新規施設の開設について

　当社は、「アミーユ」「Ｃアミーユ」の新規開設を、三大都市圏など需要が多い地域を中心に行っていく予定

でありますが、新規施設の開設時期に遅れが出た場合や、入居者の募集並びに介護職員の採用が円滑に進まな

かった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。

 

③　減損会計について

　当社及びグループ各社の収益性が著しく低下した場合には、当社及びグループ各社の保有する有形固定資産・

のれん等について減損損失の計上が必要となることが考えられます。その場合には、当社グループの業績及び財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）業界の動向について

①　法的規制について

　介護保険法に定める居宅サービスを行うには、サービスの種類及び事業所毎に都道府県知事に申請し、「指定

居宅サービス事業者」として指定を受けることが必要です。指定を受けるには、「指定居宅サービス等の事業の

人員、設置及び運営に関する基準」（介護保険法に基づく厚生労働省令）を満たしていなければなりません。

　なお、この「指定居宅サービス等の事業の人員、設置及び運営に関する基準」に達しないことで、監督官庁よ

り行政処分を受けた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。

　介護保険法では、介護事業の運営が健全かつ円滑に行われるための措置として、平成12年４月１日の施行後３

年毎に、各市町村・各都道府県において保険事業計画の見直しが予定されております。平成27年４月に介護報酬

の改定がなされましたが、全体の改定率はマイナス2.27％となっており、社会保障費の増大が危惧される中、介

護保険財政の切り詰めへ大きく梶を切りました。今後の介護報酬改定においても、財源確保の観点から各介護

サービスに適用される介護報酬の基準額、要介護度に応じた支給限度額、又は被保険者の保険料等が改定される

可能性もあります。その改定の内容によっては、事業の採算性等を含む事業計画の見直しが必要になる場合もあ

るため、当社グループにおいては、改定の動向に留意しながら、なお一層の利益体質及び事業基盤の強化に努

め、迅速な対応を図る所存であります。

 

②　競合について

　Ｃアミーユ（サービス付き高齢者向け住宅の運営）におきまして、物件の建築費に対する補助金制度や固定資

産税等軽減の税制優遇措置など、住宅の供給促進政策がとられており、今後、一層入居者獲得競争が激化するこ

とが予想されます。従いまして、今後のサービス付き高齢者向け住宅運営事業への新規参入増加や入居者獲得競

争の激化により、Ｃアミーユへの入居率が計画通り進捗しなかった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす

場合があります。
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　また、当社グループの事業活動のためには、多数の優秀な介護職員の採用が必須条件となりますが、新規参入

増加に伴う職員採用の遅れや人件費の上昇、教育・研修の遅延、その他の要因から、職員の配置等に困難が生じ

た場合にも当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。

 

③　高齢者等に対する事業であることについて

　当社グループの事業は高齢者を対象としているため、転倒事故や感染症、食中毒などの集団発生等、施設及び

賃貸物件内の安全衛生管理には万全を期し、細心の注意を払っております。しかしながら、万が一事故等が発生

した場合には、当社の信用が低下するとともに訴訟等で損害賠償請求を受ける恐れがあり、当社グループの業績

に影響を及ぼす場合があります。

　また、入居者が健康上の理由等により入院を余儀なくされたような場合にも、稼働率が低下し、当社グループ

の業績に影響を及ぼす場合があります。

 

④　情報管理について

　当社グループの事業を運営するにあたり、業務上、極めて重要な個人情報の取り扱いを伴います。情報管理に

ついては、マニュアルの制定と運用の徹底により漏洩のないよう厳重に対処しておりますが、万が一人為的もし

くはシステム等からの情報流出が発生した場合には、当社の信用が低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす

場合があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　当社グループは入居者の満足度を高めるため、食事メニュー研究によるサービスレベル向上に取り組んでおりま

す。

　現在の研究開発は株式会社シーケーフーヅにおいて推進されており、当連結会計年度における研究開発費の総額は

１百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

　文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針及び見積りの概要については、「第５　経理

の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」に記載されているとおりであります。

　なお、上記の見積りについては継続して評価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積りは不確実性を

伴うため、実際の結果は異なることがあります。

 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　営業収入

　当連結会計年度における営業収入は78,932百万円（前年同期比6.4％増）となり、前連結会計年度と比べて

4,727百万円の増収となりました。これは、「アミーユレジデンス」を１施設、「Ｃアミーユ」を15件新たに開

設したこと及び当連結会計年度に開設した「Ｃアミーユ」において概ね計画通りの入居率で推移できたこと、加

えて、開設後１年を経過した既存物件の入居率が前期に引続き一定水準を維持しており、前連結会計年度開設分

が寄与したことによるものです。

②　営業総利益

　営業原価は60,120百万円（同5.8％増）となりました。材料費、職員給与、地代家賃等が主な原価であり、開

設施設の増加等により営業原価が増加いたしました。

　この結果、営業総利益は18,812百万円（同8.1％増）となり、営業収入営業総利益率は23.8％（同0.4ポイント

上昇）となりました。

③　営業利益

　販売費及び一般管理費は、11,465百万円（同6.7％増）となりました。施設開設に伴う管理者の増加による人

件費の増加が主な要因であります。

　この結果、営業利益は7,346百万円（同10.4％増）となり、営業収入営業利益率は9.3％（同0.3ポイント上

昇）となりました。

④　経常利益

　営業外収益として、助成金収入として38百万円及び子会社における不動産賃貸料として39百万円を計上した一

方で、営業外費用として支払利息（借入金及びリース）として537百万円を計上しております。

　この結果、経常利益は6,966百万円（同8.0％増）となり、営業収入経常利益率は8.8％（同0.1ポイント上昇）

となりました。

⑤　当期純利益

　特別利益として自社保有物件の売却に伴う固定資産売却益により284百万円を計上したこと、及び有料老人

ホーム1施設を事業分離したことに伴う移転利益を50百万円計上したことにより、税金等調整前当期純利益は

7,284百万円（同12.6％増）となり、法人税等合計は2,676百万円（同7.6％減）となりました。

　この結果、当期純利益は、4,352百万円（同27.0％増）となりました。

　また、１株当たり当期純利益は216円73銭となり、前連結会計年度より46円５銭の増加となりました。

　なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　（２）キャッ

シュ・フロー」に記載しております。

 

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　「４　事業等のリスク」記載しておりますとおり、施設及び賃貸住宅における入居率や稼働率の低下、ブランド

イメージの低下、新規開設時期の遅れ、景気回復や競争激化による介護職員の採用進捗の遅れ、収益性の悪化に伴

う減損会計の適用、介護保険法に基づく保健事業計画の見直しによる介護報酬改定の影響、高齢者事業特有の事故

等の発生、個人情報等流出による信用力の低下などの要因により、当社グループの経営成績に重要な影響を与える

可能性があります。

 

（4）経営戦略の現状と見通し

　総務省統計データによると、日本の高齢者人口3,296万人（平成26年９月15日現在推計）となっております。総

人口に占める割合は25.9％に達しており、今後もこの高齢者人口比率は更に高まって平成47年には同比率が33％を

超えると推定されております。また、要介護認定者についても約565万人（平成25年３月末時点）と年々増加傾向

にあり、平成12年の介護保険制度開始時の約260万人の２倍以上となっています。この高齢者人口推移のもと、介
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護が必要な高齢者が安心して暮らしていける住まいは大きく不足している現況ですが、今後はますますその傾向が

強まるものと見込まれます。

　当社はこのような環境において、実質的な総量規制下にある介護付有料老人ホームについては、開設機会を的確

に捉えて開設してまいります。

　介護付有料老人ホームのような規制下にないサービス付き高齢者向け住宅（Ｃアミーユ）は、現在まで積極的に

開設を進め、当連結会計年度末時点で117件・6,927室となり、前連結会計年度末と比較して15件・925室増加して

おります。また、当連結会計年度末時点で全国のサービス付き高齢者向け住宅登録数における当社シェアは棟数で

2.1％、室数で3.9％となっています。サービス付き高齢者向け住宅としてのＣアミーユの認知度が徐々に増す中、

開設後１年を経過したＣアミーユの入居率も比較的順調に推移し、同時に効率的な運用ノウハウの蓄積など事業と

して収益性が確保できるようになりました。これからは、室数50程度の規模の物件を中心とし、サブリース（土地

のオーナー様に建物を建築して頂き、建物を一括賃借して入居者へ賃貸する）方式の開発に加え、他の事業者との

業務提携による建物賃貸運営の切り離しやフランチャイズ方式等も含め、主に三大都市圏において、年間10件を目

途に開設を進めてまいります。今後も、住み慣れた地域で住み続ける（地域居住：Aging in place）ことができる

環境を実現するために、介護が必要な高齢者の生活を支える最も重要な土台である「安心して暮らせる住まい」と

して、中所得者層が無理なく利用できる価格帯をメインターゲットとして引き続き提供していく考えです。

　また、一方で介護が必要となっても転居を伴うことなく自宅で住み続けることができるように生活をサポートし

ていくための「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」を中核とした介護サービス提供システムを引き続き研究し、

実験・検証した上で確立してまいります。この他、高齢者の方がいちばん暮らしやすいのは住み慣れた自宅であ

り、そのご自宅へ老人ホームと同じサービスを提供することを可能とした「在宅老人ホーム®Ｚアミーユ」のサー

ビス提供を平成27年２月より開始しました。24時間365日の安心できるフルパッケージサービスを月額７万円程度

から提供することにより、高齢者の方ができる限り長く、自宅で自由な生活をすることをサポートしていきたいと

考えています。

このように在宅におけるサービスを拡充することを、今後の成長戦略の一つとして位置付けてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は、992百万円であり、このうち主なものは、次のとおりであり

ます。

　新規介護施設開設に伴う差入保証金として146百万円、介護施設の車両・備品設備等の購入として26百万円、新規

開設施設の建物及び構築物取得費用として246百万円、システム投資として209百万円の投資を実施しております。

　また、セグメント別にみると、アミーユ事業で264百万円、地域包括ケア事業で468百万円の投資を実施しておりま

す。

　なお、当連結会計年度において実施した重要な設備の除却、売却等については、「第５　経理の状況　１．連結財

務諸表等　（連結損益計算書関係）（企業結合等関係）」を、ご参照ください。
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２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　平成27年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

建物及び構築物 車両運搬具
工具、器具

及び備品
土地［㎡］ リース資産

合計

（百万円）

従業員数

(人)
面積（㎡）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

(1）介護施設等          

岡山県・広島県・熊

本県

アミーユ中庄他15施

設

アミーユ

事業

(26,130.1)

27,428.2

 

52

 

0

 

3

 

-

 

3

 

60

(131)

322

岡山県・福岡県

Ｃアミーユ東古松他

１件

地域包括

ケア事業

（-）

9,169.1

 

1,246

 

0

 

2

[1,516.2]

165

 

-

 

1,415

(64)

24

中国地区計
 

 

(26,130.1)

36,597.4

 

1,299

 

0

 

6

[1,516.2]

165

 

3

 

1,475

(195)

346

大阪府・兵庫県・京

都府

アミーユ西淀川他48

施設

アミーユ

事業

(98,208.6)

98,208.6

 

14

 

1

 

21

 

-

 

10

 

47

(596)

930

大阪府・兵庫県・京

都府・奈良県

Ｃアミーユ万博公園

Ⅱ他35件

地域包括

ケア事業

(59,922.5)

118,299.4

 

6,650

 

0

 

10

[5,223.1]

851

 

2,726

 

10,238

(865)

271

関西地区計
 

 

(158,131.1)

216,508.1

 

6,664

 

1

 

31

[5,223.1]

851

 

2,736

 

10,285

(1,461)

1,201
 
愛知県・静岡県

アミーユ大曽根他20

施設

アミーユ

事業

(42,887.2)

42,887.2

 

5

 

0

 

6

 

-

 

5

 

18

(144)

450

愛知県

Ｃアミーユ瑞穂公園

他7件

地域包括

ケア事業

(14,787.7)

17,055.3

 

-

 

-

 

1

 

-

 

422

 

423

(-)

6

中部地区計
 

 

(57,674.9)

59,942.5

 

5

 

0

 

8

 

-

 

427

 

441

（144)

456

東京都・千葉県・埼

玉県・神奈川県・宮

城県

アミーユ竹ノ塚他51

施設

アミーユ

事業

(96,499.4)

135,823.8

 

1,410

 

1

 

23

 

-

 

2,578

 

4,014

(539)

1,154

東京都・千葉県・埼

玉県・神奈川県・宮

城県

Ｃアミーユ王子神谷

他34件

地域包括

ケア事業

(77,046.8)

84,817.9

 

1,531

 

0

 

7

[2,323.8]

593

 

300

 

2,431

(901)

394

関東地区計  
(173,546.3)

220,641.8

 

2,941

 

1

 

31

[2,323.8]

593

 

2,878

 

6,446

(1,440)

1,548

物件計
 

 

(415,482.5)

533,689.9

 

10,911

 

4

 

76

[9,063.3]

1,610

 

6,045

 

18,648

(3,240)

3,551
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事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

建物及び構築物 車両運搬具
工具、器具

及び備品
土地[㎡] リース資産

合計

（百万円）

従業員数

(人)
面積（㎡）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

(2）本社及びその他          

本社他

（岡山市南区）
全社

 

1,898.7

 

68

 

0

 

42

[5,546.2]

289

 

5

 

405

(7)

126

中四国地区本部事務

所他

（岡山県倉敷市）

全社
（94.7)

94.7

 

-

 

-

 

0

 

-

 

-

 

-

（-)

10

関西地区本部事務所

他

（大阪市淀川区）

全社

 

（617.0)

617.0

 

3

 

-

 

0

 

-

 

-

 

4

(-)

32

中部地区本部事務所

他

（名古屋市西区）

全社
（216.1)

216.1

 

4

 

-

 

0

 

-

 

-

 

4

(-)

9

関東地区本部事務所

他

（東京都中央区）

全社
（1,169.9)

1,169.9

 

11

 

-

 

1

 

-

 

-

 

12

(1)

48

本社及びその他計
 

 

（2,097.9)

3,996.6

 

88

 

0

 

45

[5,546.2]

289

 

5

 

427

(8)

225

合計
 

 

(417,580.4)

537,686.6

 

10,999

 

4

 

122

[14,609.5]

1,899

 

6,051

 

19,076

(3,248)

3,776

（注）１．上記の設備、投下資本には、建設仮勘定は含まれておりません。

２．面積のうち（　）内の数字は賃借部分で、内数であります。

３．［　］は、自社所有の土地面積であります。

４．従業員数の（　）は、臨時雇用者数の年間の平均人数を外書きしております。

５．上記のほか、連結会社以外からのリース契約等による主な賃借設備は次のとおりであります。

設備の内容
セグメント
の名称

数量
リース期間
（年）

期末残高（百万円）

不動産（土地・建物）

（所有権移転外ファイナンス・リース）
アミーユ事業 4施設 20～25 1,318

６．上記のほか、連結会社以外からのリース契約等による主な賃借設備は次のとおりであります。

設備の内容
セグメント
の名称

数量
リース期間
（年）

リース契約残高

（百万円）

(注)

不動産（土地・建物）

（オペレーティング・リース）

アミーユ事業 128施設 20～50 56,818

Ｃアミーユ事業 73施設 20～50 60,838

（注）不動産（土地・建物）については、解約不能期間に係る未経過リース料を記載しております。

７．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(2）国内子会社

平成27年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

会社名
セグメント

の名称

建物及び構築

物
車両運搬具

工具、器具及

び備品
土地[㎡] リース資産

合計金額

(百万円)

従業員数

（人）金額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

金額

(百万円)

㈱シーケーフーヅ

本社他3事務所
給食事業

 

5

 

0

 

2

 

-

 

-

 

8

(1,086)

60

ライフメッセージ㈱

本社他3事務所
その他

 

2

 

0

 

0

 

-

 

-

 

3

(9)

17

㈱セットアップ

本社他3事務所
その他

 

1

 

0

 

1

 

-

 

-

 

3

(9)

24

積和サポートシステム

㈱

本社他44件

アミーユ事業

・地域包括

ケア事業

 

0

 

-

 

5

 

-

 

15

 

21

(298)

470

㈱ＪＩＣＣ
地域包括

ケア事業

 

1

 

-

 

1

 

-

 

-

 

3

(1,138)

459

㈱ジャパンケアサービ

ス

地域包括

ケア事業

 

235

 

0

 

5

[1,366.0]

57

 

331

 

630

(4,506)

1,954

　（注）１．面積のうち（　）内の数字は賃借部分で、内数であります。

２．［　］は、自社所有の土地面積であります。

３．従業員数の（　）は、臨時雇用者数の年間の平均人数を外書きしております。

４．上記のほか、連結会社以外からのリース契約等による主な賃借設備は次のとおりであります。

会社名
セグメント
の名称

設備の内容 数量
リース期間
（年）

期末残高
（百万円）

積和サポートシス

テム㈱
アミーユ事業

不動産（土地・建物）

（所有権移転外ファイ

ナンス・リース）

 3施設 20～25 2,256

５．上記のほか、連結会社以外からのリース契約等による主な賃借設備は次のとおりであります。

会社名
セグメント
の名称

設備の内容 数量
リース期間
（年）

リース契約残高
（百万円）

積和サポートシス

テム㈱

アミーユ事業

不動産（土地・建物）

（オペレーティング・

リース）

 22施設 20～25 18,963

地域包括ケア事業

不動産（土地・建物）

（オペレーティング・

リース）

 33施設 20～25 26,540

㈱ジャパンケア

サービス
地域包括ケア事業

不動産（土地・建物）

（オペレーティング・

リース）

 3施設 10～20 175

中央区佃高齢者介

護福祉サービス㈱
地域包括ケア事業

不動産（土地・建物）

（オペレーティング・

リース）

 1施設 20 1,144

㈱プランニングケ

ア
地域包括ケア事業

不動産（土地・建物）

（オペレーティング・

リース）

 1施設 25 249

６．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

当連結会計年度末現在における設備の新設の計画は以下のとおりであります。

提出会社

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了予定

Cアミーユ平和台

（東京都練馬区）
地域包括ケア事業

サービス付き高

齢者向け住宅
13 11 自己資金 平成26.9 平成27.5

部屋室

49室

Cアミーユ東寺

（京都市南区）
地域包括ケア事業

サービス付き高

齢者向け住宅
13 3 自己資金 平成26.12 平成27.8

部屋室

58室

その他３物件

（関東地区）
地域包括ケア事業

サービス付き高

齢者向け住宅
39 7 自己資金 平成27.5 未確定 未確定

その他２物件

（関西地区）
地域包括ケア事業

サービス付き高

齢者向け住宅
39 7 自己資金 平成27.1 未確定 未確定

（注）１．投資予定金額には固定資産の購入と差入保証金及び建設協力金を含んでおります。

２．Ｃアミーユ平和台は、有価証券報告書（第17期）「第一部　企業情報　第３　設備の状況　３　設備の新

設、除却等の計画」に記載されている関東地区・Ｃアミーユ事業の「その他３物件」に含まれておりました

が、具体的な施設名が確定したため記載しております。

３．Ｃアミーユ東寺は、有価証券報告書（第17期）「第一部　企業情報　第３　設備の状況　３　設備の新設、

除却等の計画」に記載されている関西地区・Ｃアミーユ事業の「その他４物件」に含まれておりましたが、

具体的な施設名が確定したため記載しております。

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

 

国内子会社

会社名
事業所名

（所在地）

 
セグメント

の名称

 

設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定

年月 完成後

の増加

能力総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了予定

積和サポートシス

テム（株）

その他２物件

（関東地区）

地域包括ケア

事業

サービス付

き高齢者向

け住宅

26 7 自己資金 平成26.3 未確定 未確定

積和サポートシス

テム（株）

その他１物件

（関東地区）
アミーユ事業

有料老人

ホーム
12 - 自己資金 未確定 未確定 未確定

（注） １．投資予定金額には差入保証金及び建設協力金を含んでおります。

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）重要な改修及び除却

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　普通株式 57,920,000

計 57,920,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,080,000 20,080,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 20,080,000 20,080,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年10月１日

（注）
19,879,200 20,080,000 ― 3,925 ― 4,167

　　（注）株式分割（１：100）によるものです。

 

 

 

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未

満株式

の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
― 18 19 43 154 3 3,133 3,370 ―

所有株式数

（単元）
― 31,925 3,727 58,498 76,566 4 30,057 200,777 2,300

所有株式数

の割合

（％）

― 15.90 1.86 29.14 38.14 0.00 14.97 100 ―

　　（注）自己株式74株は、「単元未満株式の状況」に含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合（％）

有限会社東畦商事 岡山市南区東畦110番地45 5,800,000 28.88

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 703,500 3.50

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　3 8

5 6 3 2

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部)

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

679,100 3.38

橋本　敬江 岡山市南区 600,000 2.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 591,000 2.94

橋本　俊明 岡山市南区 564,800 2.81

ＴＡＩＹＯ　ＨＡＮＥＩ　ＦＵＮＤ，　Ｌ．Ｐ．

（常任代理人　シティバンク銀行株式会社）

CLIFTON HOUSE，75 FORT STREET，PO

BOX 1350 GRAND CAYMAN KY1－1108，

CAYMAN ISLANDS

（東京都新宿区新宿6丁目27番30号）

560,700 2.79

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２丁目11番３号 542,100 2.69

ＪＡＰＡＮ　ＲＥ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ

(常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

P.O. BOX 2992　RIYADH 11169

KINGDOM OF SAUDI ARABIA

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１

号決済事業部)

490,500 2.44

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

(信託口9)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 460,900 2.29

計 － 10,992,600 54.74
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,077,700 200,777

 １ (1) ②発行済株式の

 「内容」欄に記載のとお

 りであります。

単元未満株式 普通株式     2,300 － －

発行済株式総数 20,080,000 － －

総株主の議決権 － 200,777 －

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 74 0

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

　　　取りによる株式は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

有価証券報告書

28/90



（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（百万円）
株式数（株）

処分価額の総額

（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 74 － 74 －

（注）１．当期間における処理自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

　　　　　式の売渡による株式は含まれておりません。

　　　２．当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

　　　　　式の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要な課題の一つと位置づけておりますとともに、内部留保資金

を将来の事業展開及び基盤拡充に活用することで、更なる利益成長に努めていきたいと考えております。

　当社の定款では、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができるものと定めております。

　これら剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり65円の配当を実施することを決定いたしま

した。この結果、当事業年度の配当性向（連結）は30.0％となりました。また、今後につきましては、30％の配当性

向を目処に利益還元を行えるよう業績向上に努めてまいります。

　なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款

に定めておりますが、現時点では期末配当として年１回の実施を基本方針としております。

 基準日が当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成27年６月24日

定時株主総会決議
1,305 65

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 254,000 289,500 292,000
312,000

□3,565
4,210

最低（円） 181,200 221,500 198,300
229,400

□2,627
2,920

（注）１．最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであり、平成22年10月12

日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、平成25年７月16日より東京証券取

引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　　　２．□印は、株式分割（平成25年10月１日、１株→100株）による権利落ち後の最高・最低株価を示しておりま

す。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 平成26年11月 平成26年12月 平成27年１月 平成27年２月 平成27年３月

最高（円） 3,795 3,645 3,410 3,430 3,335 3,630

最低（円） 3,250 3,125 3,155 3,145 2,920 3,100

　 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10.0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

会長
 橋本　俊明 昭和23年９月27日生

昭和62年11月 医療法人自由会設立　理事長就任

（現任）

平成６年３月 社会福祉法人敬友会設立　理事長

就任（現任）

平成９年５月 当社設立　代表取締役社長就任

平成10年９月 当社代表取締役社長退任

平成11年10月 当社代表取締役社長就任

平成20年８月 当社代表取締役会長就任（現任）

平成24年６月 株式会社ジャパンケアサービスグ

ループ取締役会長

平成25年４月 株式会社ジャパンケアサービス取

締役会長就任（現任）

(注)４ 564,800

代表取締役

 社長
 佐藤　俊雄 昭和25年10月13日生

昭和49年４月 株式会社角丸堂入社

平成７年３月 社会福祉法人敬友会入社　在宅介

護事業部長

平成10年10月 同社会福祉法人ケアハウスパラ

ジェネシスⅡ施設長

平成11年10月 当社専務取締役就任運営担当

平成12年４月 ＦＣ本部長

平成15年12月 当社取締役就任

平成15年12月 株式会社シーケーフーヅ代表取締

役社長就任（現任）

平成18年９月 当社取締役コーポラティブアミー

ユ事業部長

平成18年12月 当社取締役執行役員就任

平成19年９月 当社取締役執行役員特命事項担当

就任

平成20年６月 ライフメッセージ株式会社代表取

締役社長就任（現任）

平成27年６月 当社代表取締役社長就任（現任）

(注)４ 18,000

取締役

執行役員

アミーユ事業

部長

地域包括ケア

事業部長

菊井　徹也 昭和42年10月28日生

平成３年４月 株式会社岡山丸果入社

平成５年４月 株式会社鳥取中央青果入社

平成14年２月 当社入社

平成16年４月 当社ＦＣ本部次長

平成17年１月 当社中部地区本部長

平成20年５月 介護事業部長代理兼中部地区本部

長

平成21年４月 当社執行役員就任　介護事業部長

代理兼関東地区本部長

平成25年７月 株式会社ＪＩＣＣ　代表取締役社

長就任（現任）

平成26年６月 株式会社ジャパンケアサービス　

代表取締役社長就任（現任）

平成26年７月 当社執行役員地域包括ケア事業部

長（現任）

平成26年11月 当社アミーユ事業部長（現任）

平成27年６月 当社取締役執行役員就任（現任）

(注)４ 7,600

取締役
執行役員

教育研修部長
折野　千恵 昭和35年７月17日生

昭和57年４月 兵庫県立病院がんセンター（現成

人病センター）勤務

平成９年１月 社会福祉法人敬友会入職

平成９年５月 医療法人自由会入職

平成14年４月 こうなん介護システム研究所（現

介護システム研究所）入社

平成17年２月 当社入社　教育研修部長（現任）

平成21年４月 当社執行役員就任

平成27年６月 当社取締役執行役員就任（現任）

(注)４ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

執行役員

本社統括

財務経理部長

岩本　隆博 昭和39年８月９日生

昭和63年４月 シスメックス株式会社入社

平成21年８月 当社入社

平成21年11月 当社経営企画部長

平成21年11月 ライフメッセージ株式会社監査役

就任

平成24年４月 当社執行役員就任　経営企画部長

兼人事部長

平成26年７月 当社執行役員アミーユ事業部長

平成26年11月 当社執行役員本社統括（現任）

平成27年３月 当社財務経理部長（現任）

平成27年６月 当社取締役執行役員就任（現任）

(注)４ 1,000

取締役  杉山　真一 昭和35年７月８日生

平成４年４月 原後綜合法律事務所入所

平成20年９月 原後綜合法律事務所パートナー

就任（現任）

平成25年６月 当社取締役就任（現任）

(注)４ ―

取締役  茶木　正安 昭和21年７月17日生

昭和44年４月 株式会社日本不動産銀行（現あお

ぞら銀行）入行

平成４年６月 同取締役東京支店長

平成８年６月 同常務取締役就任

平成10年６月 同専務取締役就任

平成15年７月 フィッチ・レーティングス・ジャ

パン ＣＥＯ

平成18年７月 福岡リート投資法人　執行役員就

任

平成26年６月 株式会社はせがわ　社外取締役就

任（現任）

平成27年６月 当社取締役就任（現任）

(注)４ ―

常勤監査役  尾崎　官一 昭和24年９月14日生

昭和47年３月 株式会社山陽相互銀行（現株式会

社トマト銀行）入行

平成18年５月 山陽アルファ株式会社入社

平成23年６月 当社常勤監査役就任（現任）

(注)５ ―

監査役  秋山　義信 昭和26年１月20日生
昭和60年４月 秋山法律事務所開業（現任）

平成24年６月 当社監査役就任（現任）
(注)６ ―

監査役  寺尾　耕治 昭和33年４月28日生

昭和56年10月 等松・青木監査法人（現有限責任

監査法人トーマツ）入所

昭和61年１月 寺尾公認会計士事務所開設

　　　　　　 同所所長（現任）

平成14年８月 大黒天物産株式会社　監査役就任

（現任）

平成27年６月 当社監査役就任（現任）

(注)５ ―

計 591,400

 
（注）１．取締役杉山真一及び茶木正安は、社外取締役であります。

　　　２．監査役尾崎官一、秋山義信及び寺尾耕治は、社外監査役であります。

　　　３．当社は法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株）

浅野　律子 昭和35年６月14日生 平成10年４月 つばさ法律事務所開業（現任） ―

４．平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５．平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　７．当社では、会社の意思決定機能と業務執行機能を分離明確化して各々の機能強化を図るため、執行役員制度を

導入しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスについては、社会の諸条件が変動するなかで、迅速な意思決定と適正な企業活動

が遂行される体制整備を重視しています。

 

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ．会社の機関の基本説明

当社は、監査役設置会社の経営体制を基本とし、当社の規模等に鑑み、取締役会の機動性を重視し、現在取

締役７名(うち社外取締役２名）の体制をとっております。

取締役会は月１回の開催を原則とし、必要に応じて随時開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要

事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。

当社は、取締役、執行役員等をメンバーとした経営会議を設置しております。原則として週１回開催及び臨

時開催し、業務執行に関わる最新の情報を把握して、経営の意思決定の迅速化を図る体制を整えています。

当社は、社外取締役を含む取締役会と複数の社外監査役を含む監査役会が緊密に連携し、監査役会の機能を

有効に活用しながら、経営に対する監督機能の強化を図ることによって、透明性の高いガバナンス体制を維持

できると考え、現在の体制を採用しております。

 

ロ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社の機関の内容及び内部統制システムは次のとおりであります。

 

 

ハ．内部監査及び監査役監査の状況

内部監査については、内部監査室６名が計画的に監査を実施し、適正な運営がなされているかを監査してお

ります。

内部監査室は会計監査人に対して監査の執行状況について必要に応じて報告を行うなど、連携を図っており

ます。

監査役は、内部監査室が実施する内部監査に同行し、あるいは実施済みの内部監査の資料を閲覧するととも

に、随時情報の交換を行うなど、連携を図っております。

監査役会は、社外監査役３名（常勤監査役１名を含む）で構成されております。各監査役は、監査役会で決

定した監査方針及び業務分担により、それぞれ経営・法律・税務会計の専門的知識を生かしながら専門性・独

立性の高い監査を実施しております。また、取締役会の出席、業務及び各種書類の調査を通じ取締役の職務執

行を監査しております。

なお、常勤監査役尾崎官一氏は、企業人としての豊富な経験と高度な専門知識を有しております。また、監

査役秋山義信氏は、弁護士の資格を有し、法務に関する相当程度の知見を有しており、監査役寺尾耕治氏は、

公認会計士としての高度な会計・経理知識を有しております。
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ニ．会計監査の状況

会計監査については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、継続して監査を受けております。監

査業務を執行した公認会計士は川合弘泰氏、三宅昇氏、千原徹也氏であり、監査補助者は公認会計士５名、そ

の他５名であります。監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を

行うなど、連携を図っております。

 

ホ．社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

社外取締役杉山真一氏、茶木正安氏及び社外監査役尾崎官一氏、秋山義信氏、寺尾耕治氏と当社との人的関

係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

社外取締役杉山真一氏、茶木正安氏及び社外監査役尾崎官一氏、秋山義信氏、寺尾耕治氏が他の会社等の役

員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人であった場合における当該他の会社等と当社との人的関

係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

コーポレート・ガバナンスにおいて、当社は社外取締役を選任しており、取締役会において内部の事情にと

らわれない活発な議論が行われることを保証するとともに、経営の監督機能を強化する体制を構築しておりま

す。

また、当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督する機能を持つ取締役会に対

し、監査役３名全員を社外監査役とすることで外部からの客観的、中立の経営監視機能を強化しています。

当社において、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性について特段の定めはございませんが、

専門的な知見に基づく客観的かつ中立の経営監視の機能が期待されること、かつ、一般株主と利益相反を生じ

るおそれが無いことを、基本的な考え方として選任しております。

②　リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制については、事故防止や不祥事防止を目的として、内部監査室、お客様相談室、総務部等の

関係部署をメンバーとする危機管理会議を設置して、強化充実を図っております。

③　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数は次のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

　報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）
　基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

 取締役

 （社外取締役を除く。）
　　　　　 67 　　　　 67 － － － 　　　　　4

 監査役

 （社外監査役を除く。）
－ － － － － －

 社外役員 　　　　　 17 　　　　 17 － － － 　　　　　4

 

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

　　平成27年６月24日開催の第18期定時株主総会において、取締役の報酬限度額は年額160百万円以内、監査役

の報酬限度額は年額20百万円以内と決議いただいております。また、個々の報酬の配分については役員報酬規

程に基づき、取締役の報酬は取締役会の決議で、監査役の報酬は監査役の協議でそれぞれ決定しております。

 

④　株式の保有状況

　　　該当事項はありません。

 

⑤　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。
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⑥　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は累積投票

によらない旨も定款で定めております。

 

⑦　株主総会の決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項

イ．当社は、機動的な資本政策を遂行するため、自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定に基づ

き、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。

ロ．当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主

名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中

間配当）を行うことができる旨を定款で定めております。

 

⑧　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会特別決議の定足数をより確実に充足できるようにするため、会社法第309条第２項に定める

決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

 

⑨　責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責

任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失が無いときに限られます。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 40 ― 39 ―

連結子会社 2 ― 2 ―

計 42 ― 41 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査時間数の見込み等を勘案し、決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28

号。）」に基づいて作成しております。

 

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）。以下

「財務諸表等規則」という。」に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

（3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載し

ておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比較を

容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度につきましても百万円単位に変更しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、各種セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 11,058 ※２ 13,649

受取手形及び営業未収入金 ※２ 10,656 ※２ 11,092

原材料及び貯蔵品 58 37

前払費用 1,119 1,247

繰延税金資産 437 425

その他 ※２ 252 ※２ 97

貸倒引当金 △13 △14

流動資産合計 23,569 26,536

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,050 16,953

減価償却累計額 △5,781 △5,685

建物及び構築物（純額） ※２,※３ 12,269 ※２,※３ 11,267

車両運搬具 244 225

減価償却累計額 △234 △219

車両運搬具（純額） 9 5

工具、器具及び備品 1,029 997

減価償却累計額 △872 △853

工具、器具及び備品（純額） 156 143

土地 ※２ 2,738 ※２ 1,956

リース資産 8,225 8,540

減価償却累計額 △1,522 △1,882

リース資産（純額） 6,702 6,658

建設仮勘定 23 -

有形固定資産合計 21,899 20,032

無形固定資産   

ソフトウエア 371 402

のれん 4,754 4,461

借地権 198 198

その他 129 121

無形固定資産合計 5,453 5,184

投資その他の資産   

長期貸付金 482 472

退職給付に係る資産 176 405

繰延税金資産 410 491

差入保証金 ※１ 5,440 ※１ 5,310

その他 ※２ 807 ※２ 698

貸倒引当金 △44 △31

投資その他の資産合計 7,274 7,347

固定資産合計 34,627 32,564

繰延資産   

社債発行費 9 5

繰延資産合計 9 5

資産合計 58,206 59,106
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 739 833

1年内償還予定の社債 120 120

短期借入金 ※２ 3,492 ※２ 897

リース債務 255 277

未払金 3,497 3,535

未払費用 408 986

未払法人税等 2,044 1,530

前受金 2,177 2,334

賞与引当金 811 872

その他 207 555

流動負債合計 13,755 11,944

固定負債   

社債 236 115

長期借入金 ※２ 8,796 ※２ 8,085

リース債務 7,554 7,618

繰延税金負債 43 19

退職給付に係る負債 523 559

資産除去債務 636 661

長期預り保証金 ※２ 626 ※２ 435

その他 67 66

固定負債合計 18,484 17,561

負債合計 32,239 29,505

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,925 3,925

資本剰余金 4,167 4,167

利益剰余金 17,226 20,683

自己株式 - △0

株主資本合計 25,319 28,775

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 0 -

退職給付に係る調整累計額 32 △33

その他の包括利益累計額合計 33 △33

少数株主持分 613 858

純資産合計 25,966 29,600

負債純資産合計 58,206 59,106
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業収入 74,205 78,932

営業原価 56,806 60,120

営業総利益 17,398 18,812

販売費及び一般管理費   

役員報酬 197 178

給料及び手当 4,490 4,752

賞与 491 552

賞与引当金繰入額 297 310

退職給付費用 145 133

法定福利費 806 858

募集費 302 577

広告宣伝費 297 237

減価償却費 482 502

租税公課 747 1,061

その他 ※１ 2,485 ※１ 2,299

販売費及び一般管理費合計 10,744 11,465

営業利益 6,653 7,346

営業外収益   

受取利息 58 58

受取配当金 6 0

不動産賃貸料 67 39

投資有価証券売却益 64 22

持分法による投資利益 1 -

助成金収入 165 38

その他 75 32

営業外収益合計 439 191

営業外費用   

支払利息 597 537

投資有価証券売却損 2 -

不動産賃貸費用 28 14

その他 16 19

営業外費用合計 644 571

経常利益 6,448 6,966

特別利益   

固定資産売却益 - ※２ 284

補助金収入 ※３ 242 ※３ 5

事業譲渡益 21 -

事業分離における移転利益 - 50

特別利益合計 264 340

特別損失   

固定資産圧縮損 ※３ 242 ※３ 5

減損損失 － ※４ 16

特別損失合計 242 21

税金等調整前当期純利益 6,469 7,284

法人税、住民税及び事業税 2,931 2,848

法人税等調整額 △36 △172

法人税等合計 2,895 2,676

少数株主損益調整前当期純利益 3,574 4,608

少数株主利益 147 256

当期純利益 3,427 4,352
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,574 4,608

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8 -

繰延ヘッジ損益 0 △0

退職給付に係る調整額 - △81

その他の包括利益合計 △7 △82

包括利益 3,567 4,525

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 3,420 4,285

少数株主に係る包括利益 147 240
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 3,925 4,167 14,522 22,615

会計方針の変更による累
積的影響額    －

会計方針の変更を反映した
当期首残高

3,925 4,167 14,522 22,615

当期変動額     

剰余金の配当   △722 △722

当期純利益   3,427 3,427

連結子会社の増加による
少数株主持分の増減     

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

    

当期変動額合計 － － 2,704 2,704

当期末残高 3,925 4,167 17,226 25,319

 

      

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 8 0 － 8 436 23,060

会計方針の変更による累
積的影響額      －

会計方針の変更を反映した
当期首残高

8 0 － 8 436 23,060

当期変動額       

剰余金の配当      △722

当期純利益      3,427

連結子会社の増加による
少数株主持分の増減     25 25

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

△8 0 32 24 151 176

当期変動額合計 △8 0 32 24 176 2,906

当期末残高 － 0 32 33 613 25,966
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,925 4,167 17,226 － 25,319

会計方針の変更による累
積的影響額   168  168

会計方針の変更を反映した
当期首残高

3,925 4,167 17,395 － 25,488

当期変動額      

剰余金の配当   △1,064  △1,064

当期純利益   4,352  4,352

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 3,287 △0 3,287

当期末残高 3,925 4,167 20,683 △0 28,775

 

     

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 繰延ヘッジ損益

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 0 32 33 613 25,966

会計方針の変更による累
積的影響額    4 172

会計方針の変更を反映した
当期首残高

0 32 33 618 26,139

当期変動額      

剰余金の配当     △1,064

当期純利益     4,352

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

△0 △65 △66 240 173

当期変動額合計 △0 △65 △66 240 3,461

当期末残高 － △33 △33 858 29,600
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,469 7,284

減価償却費 1,851 1,659

減損損失 - 16

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △13

賞与引当金の増減額（△は減少） 48 61

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △18 △23

受取利息及び受取配当金 △65 △58

支払利息 597 537

持分法による投資損益（△は益） △1 -

有形固定資産売却損益（△は益） - △284

事業分離における移転利益（△は益） - △50

補助金収入 △242 △5

固定資産圧縮損 242 5

売上債権の増減額（△は増加） △872 △438

前払費用の増減額（△は増加） △41 △128

その他の流動資産の増減額（△は増加） 41 172

仕入債務の増減額（△は減少） △7 93

未払金の増減額（△は減少） △518 37

前受金の増減額（△は減少） 295 157

未払消費税等の増減額（△は減少） 39 272

その他の流動負債の増減額（△は減少） 106 589

預り保証金の増減額（△は減少） △114 △80

その他 247 343

小計 8,049 10,146

利息及び配当金の受取額 35 32

利息の支払額 △589 △536

法人税等の支払額 △1,814 △3,373

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,681 6,269

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 100 -

有形固定資産の取得による支出 △654 △173

有形固定資産の売却による収入 - 762

無形固定資産の取得による支出 △108 △158

差入保証金の差入による支出 △527 △153

差入保証金の回収による収入 263 37

投資有価証券の売却による収入 420 48

長期貸付けによる支出 △500 -

事業分離による収入 - ※２ 719

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
47 -

その他 16 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △942 1,073

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,100 △2,100

長期借入れによる収入 1,457 -

長期借入金の返済による支出 △2,220 △1,205

社債の償還による支出 △120 △120

リース債務の返済による支出 △255 △262

配当金の支払額 △723 △1,064

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,962 △4,753

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,776 2,588

現金及び現金同等物の期首残高 9,086 10,862

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,862 ※１ 13,451

 

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

有価証券報告書

43/90



【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　　１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　11社

主要な連結子会社名

　　　　　　㈱シーケーフーヅ

　　　　　　積和サポートシステム㈱

　　　　　　㈱ジャパンケアサービス

　　　　　　㈱ＪＩＣＣ

 

　　２　持分法の適用に関する事項

　　　　　該当事項はありません。

 

　　３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

　　４　会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　たな卸資産

　　　　　　原材料及び貯蔵品

　　　　　　　主として最終仕入原価法を採用しております。

 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　定率法を採用しております。

　　　　　　ただし、建物（附属設備を除く）は定額法を採用しております。

　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　建物及び構築物　　　３～50年

　　　　　　車両運搬具　　　　　２～６年

　　　　　　工具、器具及び備品　３～15年

　　　　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　定額法を採用しております。

　　　　　　なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　　自社利用のソフトウェア　５年（社内における利用可能期間）

　　　　　③リース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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（3）重要な引当金の計上基準

　　　　　①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　　②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上してお

ります。

 

（4）退職給付に係る会計処理の方法

　　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　　　　　②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

　　　　　③未認識数理計算上の差異の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 

（5）のれんの償却方法及び償却期間

　　　　　のれんの償却については、５年から20年間の均等償却を行っております。

 

（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっております。

 

（7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　　　消費税等の会計処理

　　　　　税抜方式を採用しております。

　　　　　但し、資産に係る控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用としております。
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（会計方針の変更）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債

券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及

び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が217百万円増加、退職給付に係る負債が51百万円減少

し、利益剰余金が168百万円増加しております。なお、これにより損益に与える影響は軽微であります。

 なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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（連結貸借対照表関係）

 

 ※１　差入保証金に含まれる建設協力金は次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

 
 建設協力金
 

 
1,857百万円

 

 
1,745百万円

 
 

 ※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

 
 現金及び預金
 

 
  292百万円

 

 
  295百万円

  
 受取手形及び営業未収入金
 

 
    0百万円

 

 
    0百万円

  
 その他（流動資産）
 

 
   31百万円

 

 
   31百万円

  
 建物及び構築物
 

 
 7,093百万円

 

 
 6,715百万円

  
 土地
 

 
  532百万円

 

 
  532百万円

  
 その他（投資その他の資産）
 

 
  313百万円

 

 
  282百万円

 
 
 合計
 

 
 8,264百万円

 

 
 7,857百万円

 
 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

 
 短期借入金
 

 
  556百万円

 

 
  556百万円

  
 長期借入金
 

 
 7,176百万円

 

 
 6,619百万円

  
 長期預り保証金
 

 
   96百万円

 

 
   96百万円

 
 
 合計
 

 
 7,829百万円

 

 
 7,272百万円

 
 

 ※３　国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりであり、連結貸借対照表計上額はこの額を控除してお

　　　 ります。

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

 
 建物及び構築物
 

 
　 392百万円

 

 
　 397百万円

 
 

 　４　偶発債務

　　　 債務保証

　　　 不動産賃借契約の未経過賃借料の保証

 
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

 
 ㈱ケアプラス
 

 
408百万円

 

 
371百万円
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（連結損益計算書関係）

 

 ※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

　 0百万円 1百万円

 

 ※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

建物及び構築物

土地

－

－

189百万円

95百万円

合計 － 284百万円

 

 ※３　国庫補助金の受入れによる圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 
 建物及び構築物
 

 
242百万円

 

 
5百万円

 
 

 ※４　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

東京都目黒区 通所介護
建物及び構築物

その他(有形固定資産) 16百万円

　当社グループは、原則として独立したキャッシュ・フローを生み出す最少単位に基づき資産のグルーピングを

行っております。

　上記資産グループについては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているため、当該資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（16百万円）として特別損失に計上いたし

ました。なお、当該資産グループの回収可能額は零円としております。

　なお、前連結会計年度については、該当事項はありません。
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（連結包括利益計算書関係）

１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 55百万円 －百万円

組替調整額 △62 －

税効果調整前 △7 －

税効果額 △0 －

その他有価証券評価差額金 △8 －

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 0 △0

組替調整額 － －

税効果調整前 0 △0

税効果額 － －

繰延ヘッジ損益 0 △0

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 － △93

組替調整額 － △6

税効果調整前 － △99

税効果額 － 18

退職給付に係る調整額 － △81

その他の包括利益合計 △7 △82

 

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

有価証券報告書

49/90



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 200,800 19,879,200 － 20,080,000

合計 200,800 19,879,200 － 20,080,000

(注)平成25年10月１日付にて実施した株式分割（１株を100株に分割）に伴い、発行済株式の総数は19,879,200株増加し

ています。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 722 3,600 平成25年３月31日 平成25年６月28日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,064 利益剰余金 53 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,080,000 － － 20,080,000

合計 20,080,000 － － 20,080,000

自己株式     

普通株式（注） － 74 － 74

合計 － 74 － 74

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加74株は、単元未満株式の買取りによる増加74株であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,064 53 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,305 利益剰余金 65 平成27年３月31日 平成27年６月25日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 

 ※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 11,058百万円 13,649百万円

拘束性預金 △196 △198 

現金及び現金同等物 10,862 13,451 

 

 ※２　事業分離により減少した資産及び負債の主な内訳

　当連結会計年度において、事業分離により減少した資産及び負債の主な内訳並びに事業分離による収入の関係は

次のとおりであります。

介護付有料老人ホーム「遊雅東嶺町」に係る事業

固定資産 780百万円

固定負債 △110 

事業分離における移転利益 50 

　事業分離による収入 719 

 

 

 　３　重要な非資金取引の内容

　　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る

資産及び債務の額
26百万円 315百万円
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（リース取引関係）

　（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

　有形固定資産

　施設用土地及び建物であります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 
 前連結会計年度（平成26年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

不動産（土地・建物） 5,723 1,881 3,841

合計 5,723 1,881 3,841

 

（単位：百万円）
 
 当連結会計年度（平成27年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

不動産（土地・建物） 5,723 2,148 3,575

合計 5,723 2,148 3,575

 

(2）未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 235 243

１年超 3,993 3,750

合計 4,229 3,993

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

支払リース料 436 435

減価償却費相当額 267 266

支払利息相当額 144 136
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　(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内 9,763 10,425

１年超 152,095 154,305

合計 161,858 164,730
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機

関からの借り入れによっております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の自己負担部分について信用リスクに晒されておりま

す。

　差入保証金は、主に施設の保証金と建設協力金であり、差入先の信用リスクに晒されております。

　長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的

としたものであり、償還日は最長で決算日後27年であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　受取手形及び営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、債権管理マニュアルに従い、国民健康保険団体

連合会に対する債権及び施設入居者に対する債権に区分し、事業部の管理債権として厳正に管理するとと

もに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても同

様の管理を行っております。

　差入保証金に係る差入先の信用リスクは、建設協力金については抵当権により担保されており、保証金

については賃借権により保全されております。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。連結子会社に

ついても同様の管理を行っております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。
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　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 11,058 11,058 －

(2）受取手形及び営業未収

入金
10,656 10,656 －

(3) 差入保証金 5,440 2,912 △2,528

　資産計 27,155 24,627 △2,528

(1) 未払金 3,497 3,497 －

(2) 短期借入金 2,315 2,315 －

(3) 長期借入金（1年内返

済予定長期借入金を含

む）

9,974 10,322 348

(4) リース債務 7,809 7,895 85

　負債計 23,596 24,030 434

 

　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 13,649 13,649 －

(2）受取手形及び営業未収

入金
11,092 11,092 －

(3) 差入保証金 5,310 2,719 △2,591

　資産計 30,052 27,461 △2,591

(1) 未払金 3,535 3,535 －

(2) 短期借入金 215 215 －

(3) 長期借入金（1年内返

済予定長期借入金を含

む）

8,768 9,033 264

(4) リース債務 7,895 8,458 563

　負債計 20,414 21,242 828

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1）現金及び預金、（2）受取手形及び営業未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）差入保証金

　差入保証金につきましては、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在

価値により算定しております。

 

負　債

(1)未払金、(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）長期借入金（1年内返済予定長期借入金を含む）、（4）リース債務

　これらの時価につきましては、元利金の合計額を同様の新規借入又は、リース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 11,058 － － －

受取手形及び営業未収入金 10,656 － － －

差入保証金 201 614 792 1,809

合計 21,916 614 792 1,809

 

　　当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 13,649 － － －

受取手形及び営業未収入金 11,092 － － －

差入保証金 213 628 839 1,629

合計 24,955 628 839 1,629

 

３. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 2,315 － － － － －

社債 120 120 115 － － －

長期借入金 1,177 688 1,929 613 3,633 1,931

リース債務 255 261 265 250 244 6,532

合計 3,869 1,071 2,310 863 3,877 8,464

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 215 － － － － －

社債 120 115 － － － －

長期借入金 682 1,923 607 3,627 1,776 150

リース債務 277 281 268 262 267 6,538

合計 1,295 2,320 875 3,889 2,044 6,689
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。

　確定給付企業年金制度（積立型制度）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。退職一時金

制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

　なお、一部の連結子会社の退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しており

ます。

 

２．退職給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 1,851百万円 2,010百万円
会計方針の変更による累積的影響額 － △269

会計方針の変更を反映した期首残高 1,851 1,741
勤務費用 456 432
利息費用 19 17
数理計算上の差異の発生額 △100 124
退職給付の支払額 △215 △208

退職給付債務の期末残高 2,010 2,106

　　　（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

年金資産の期首残高 1,391百万円 1,663百万円
期待運用収益 17 20
数理計算上の差異の発生額 △1 4
事業主からの拠出額 434 409
退職給付の支払額 △177 △146

年金資産の期末残高 1,663 1,952

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 1,487百万円 1,546百万円

年金資産 △1,663 △1,952

 △176 △405
非積立型制度の退職給付債務 523 559

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 347 153

   
退職給付に係る負債 523 559
退職給付に係る資産 △176 △405

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 347 153

　　　（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

勤務費用 456百万円 432百万円
利息費用 19 17
期待運用収益 △17 △20
数理計算上の差異の費用処理額 △4 19

確定給付制度に係る退職給付費用 453 448

　（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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(5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

数理計算上の差異 － △99百万円
合　計 － △99

 
 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）
未認識数理計算上の差異 56百万円 △43百万円

合　計 56 △43

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）
一般勘定 100％ 100％

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）
割引率 0.2～1.5％ 0.2～1.5％
長期期待運用収益率 1.25％ 1.25％
予想昇給率 0.8～2.7％ 0.4～2.4％
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 290百万円  291百万円

未払事業税 131  123

未払社会保険料 42  42

その他 18  17

小計 482  475

評価性引当額 △42  △45

繰延税金資産（流動）計 440  429

繰延税金負債（流動）    

貸倒引当金 △0  △0

未収入金 △3  △3

繰延税金負債（流動）計 △3  △3

繰延税金資産（流動）の純額 437  425

繰延税金資産（固定）    

退職給付に係る負債 186  210

長期未払金 20  19

減価償却費 59  13

減損損失 217  78

繰延消費税等 58  49

資産除去債務 247  236

差入保証金 221  242

未払費用 29  153

税務上の繰越欠損金 1,370  1,189

連結に伴う資産評価替え 135  39

その他 48  88

小計 2,594  2,321

評価性引当額 △1,953  △1,527

繰延税金資産（固定）計 641  793

繰延税金負債（固定）    

退職給付に係る資産 △59  △147

固定資産 △162  △145

連結に伴う資産評価替え △19  －

その他 △33  △30

繰延税金負債（固定）計 △274  △322

繰延税金資産（固定）の純額 367  471

　うち繰延税金資産（固定）計上額 410  491

　うち繰延税金負債（固定）計上額 43  19
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.8％  35.4％

（調整）    

交際費及びのれん償却費等

永久に損金に算入されない項目
1.2  1.5

住民税均等割 4.4  4.3

評価性引当額の増減 0.1  △4.0

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.5  1.2

税額控除 －  △2.2

その他 0.8  0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8  36.7

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.4％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解

消が見込まれる一時差異については32.8％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一

時差異については、32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は89百万円減少し、退職給付に

係る調整累計額が０百万円、法人税等調整額が90百万円、それぞれ増加しております。
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（企業結合等関係）

 （事業分離）

平成26年５月１日を効力発生日として、当社の介護付有料老人ホーム「遊雅東嶺町」（東京都大田区）に係る事

業を会社分割によりリゾートトラスト株式会社の子会社であるトラストガーデン株式会社に承継いたしました。

 

１．事業分離の概要

（1）分離先企業の名称

トラストガーデン株式会社

 

（2）分離した事業の内容

　介護付有料老人ホーム「遊雅東嶺町」に係る事業

 

（3）事業分離を行った主な理由

当社は、平成24年に、当社の連結子会社である株式会社ジャパンケアサービスが運営していた介護付有料老人

ホーム３施設（ウエルピア市川、グリーン東京及び遊雅東嶺町）を承継しました。

承継時は３施設とも高額な入居一時金を要する高級老人ホームと位置付けられておりましたが、当社は、「入居

一時金なし」、「年金範囲内の月額料金での運営」等の当社が掲げる介護付有料老人ホームの運営方針への転換と

経営改革を進めてまいりました。その結果、ウエルピア市川及びグリーン東京は当社の運営方針への転換が進み、

入居率及び生産性の向上により運営状況は著しく改善しました。

一方、遊雅東嶺町は立地条件も良く、高級老人ホームとして周辺の知名度も高いことから、平成17年の開設以来

安定した運営を続けておりました。しかしながら、当社が掲げる運営方針への転換を検討したものの、実現が難し

い状況でした。

こうした状況下、当社が運営を継続していくよりも高級老人ホームの運営に精通したトラストガーデン株式会社

の方が当該施設をより有効に活用することができ、その結果ご入居者の皆様の満足度も向上すると判断したため、

当社の介護付有料老人ホーム「遊雅東嶺町」に係る事業を会社分割により承継させることにいたしました。

 

（4）事業分離日

　吸収分割日（効力発生日）： 平成26年５月１日

 

（5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

当社を分割会社、トラストガーデン株式会社を承継会社とし、現金を対価とする吸収分割

 

２．実施した会計処理の概要

（1）移転損益の金額

　　 50百万円

 

（2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

固定資産 780百万円

資産合計 780百万円

固定負債 110百万円

負債合計 110百万円

 

（3）会計処理

　移転した介護付有料老人ホーム「遊雅東嶺町」に係る事業に関する投資は清算されたものとみて、移転したこと

により受け取った対価となる財の時価と、移転した事業に係る株主資本相当額との差額を移転損益として認識して

おります。

 

３．分割した事業が含まれていた報告セグメントの名称

　アミーユ事業

 

４．当連結会計年度に係る連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　 営業収益：18百万円

　　 営業利益：０百万円

 

５．継続的関与の主な概要

　 該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

 施設用建物の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。
 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

 使用見込期間を当該契約期間に応じて20年から52年と見積り、割引率は1.5％～2.4％を使用して資産除去債務

の金額を計算しております。
 

３．当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

期首残高 610百万円 636百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 11 10

時の経過による調整額 14 14

期末残高 636 661
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　当社グループは、高齢者向けに２種類の介護サービス事業及び給食等の周辺事業を、また、㈱ジャパン

ケアサービス、㈱ＪＩＣＣについては在宅の高齢者向けに多種にわたる介護サービス事業を営んでおり、

当社及び当社の連結子会社が各々独立した経営単位として、事業活動を展開しております。

　当連結会計年度より一般在宅またはサービス付き高齢者向け住宅等を区別することなく、在宅高齢者向

けに訪問介護等のサービスを包括的に提供することを目的とした経営組織の再編に伴い、従来の「Ｃア

ミーユ事業」と「ジャパンケア事業」を統合させ、当連結会計年度より新しく「地域包括ケア事業」に変

更いたしました。

　したがって報告セグメントを従来の「アミーユ事業」、「Ｃアミーユ事業」、「給食事業」、「ジャパ

ンケア事業」の４区分から、「アミーユ事業」、「地域包括ケア事業」、「給食事業」の３区分に変更し

ております。

　「アミーユ事業」は、介護付有料老人ホーム等の運営を行っております。「地域包括ケア事業」は、

サービス付き高齢者向け住宅等の運営に加え、入居者及び一般在宅の方に対し、居宅介護支援及び訪問介

護サービス等の在宅サービスを提供しております。「給食事業」は、アミーユ及びＣアミーユの入居者等

に食事サービスを提供しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

ものを開示しております。

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結財務諸
表計上額
（注３） 

アミーユ
事業

地域包括ケア
事業

給食事業 計

営業収入         

外部顧客へ

の売上高
36,494 34,183 2,188 72,866 1,338 74,205 － 74,205

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － 3,477 3,477 1,199 4,676 △4,676 －

計 36,494 34,183 5,665 76,343 2,537 78,881 △4,676 74,205

セグメント利

益
5,832 △801 1,221 6,253 452 6,705 △52 6,653

セグメント資

産
14,455 29,426 2,532 46,415 620 47,035 11,170 58,206

その他項目         

減価償却費 324 1,137 11 1,472 8 1,480 77 1,557

のれん償却

費
32 259 1 293 － 293 － 293

有形固定資

産及び無形

固定資産の

増加額

61 108 18 188 3 191 493 685

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護用品販売事業

及びＦＣ事業等であります。

２．調整額は、以下のとおりです。

（1）「セグメント利益又は損失（△）」の調整額は△52百万円であり、セグメント間取引消去と

して△52百万円が含まれております。また、全ての営業費用は各セグメントに配賦している

ため、配賦不能営業費用はありません。

（2）「セグメント資産」の調整額は11,170百万円であり、各報告セグメントに配分していない全

社資産16,007百万円、債権の相殺消去△4,837百万円が含まれております。

（3）「減価償却費」の調整額は77百万円であり、本社資産の減価償却費です。

（4）「有形固定資産及び無形固定資産の増加額」の調整額は493百万円であり、本社の建物及び器

具備品等の設備投資額です。

３．「セグメント利益又は損失（△）」は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結財務諸
表計上額
（注３） 

アミーユ
事業

地域包括ケア
事業

給食事業 計

営業収入         

外部顧客へ

の売上高
36,513 38,274 2,897 77,686 1,246 78,932 － 78,932

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － 3,559 3,559 1,369 4,929 △4,929 －

計 36,513 38,274 6,457 81,245 2,616 83,861 △4,929 78,932

セグメント利

益
4,965 454 1,426 6,846 478 7,325 21 7,346

セグメント資

産
13,784 28,779 3,560 46,124 649 46,774 12,332 59,106

その他項目         

減価償却費 280 980 8 1,270 7 1,277 89 1,366

のれん償却

費
31 259 1 292 － 292 - 292

有形固定資

産及び無形

固定資産の

増加額

258 323 4 586 0 586 245 831

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護用品販売事業

及びＦＣ事業等であります。

２．調整額は、以下のとおりです。

（1）「セグメント利益」の調整額は21百万円であり、セグメント間取引消去として21百万円が含

まれております。また、全ての営業費用は各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業

費用はありません。

（2）「セグメント資産」の調整額は12,332百万円であり、各報告セグメントに配分していない全

社資産17,770百万円、債権の相殺消去△5,438百万円が含まれております。

（3）「減価償却費」の調整額は89百万円であり、本社資産の減価償却費です。

（4）「有形固定資産及び無形固定資産の増加額」の調整額は245百万円であり、本社のソフトウェ

ア等の設備投資額です。

３．「セグメント利益」は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に記載のとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　海外売上高がないため該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　海外に所在している有形固定資産がないため該当事項がありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に記載のとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　海外売上高がないため該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　海外に所在している有形固定資産がないため該当事項がありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 
アミーユ
事業

地域包括ケア
事業

給食事業 その他 調整額 合計

減損損失 － 16 － － － 16

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

     （単位：百万円）

 
アミーユ
事業

地域包括ケア
事業

給食事業 その他 調整額 合計

当期償却額 32 259 1 － － 293

当期末残高 52 4,696 5 － － 4,754

「その他」の金額は、介護用品販売事業及びＦＣ事業等に係る金額であります。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 
アミーユ
事業

地域包括ケア
事業

給食事業 その他 調整額 合計

当期償却額 31 259 1 － － 292

当期末残高 20 4,436 3 － － 4,461

「その他」の金額は、介護用品販売事業及びＦＣ事業等に係る金額であります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

　　１．関連当事者との取引

　　（1）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関係当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

当社役員

が業務執

行を決定

する権限

を有する

法人

(注1)

社会福祉法

人

敬友会

(注2)

岡山市南区
357百万円

(基本金)

介護福祉

施設の運

営等

無し

 
 福祉関連物

品の販売

（注3）

 
 役員の兼任

（注2）

 

 

 
 給食材料

 の販売

(注3)

 
 福祉用具

 の販売

(注3)

 
 情報機器

等の販売

(注3)

 

 
32

 

 

 
62

 

 

 
12

 

 

 

 
営業未収入金

 

 

 
営業未収入金

 

 

 
営業未収入金

 

 

 

 
2

 

 

 
5

 

 

 
0

 

 

 

　 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 （注１）「関連当事者の開示に関する会計基準（企業会計基準11号）」5.（4）に基づくものです。

 （注２）当社代表取締役会長　橋本俊明が理事長を務める社会福祉法人です。

 （注３）取引条件及び取引条件の決定方針は、一般の取引条件と同様に決定しております。

 （注４）平成25年５月31日付の「ウエルピア市川」及び「グリーン東京」に係る建物賃貸借契約において、賃貸

人を下総武蔵特定目的会社から株式会社日本シニア住宅リースに変更となる際、同施設について、同日

中に、下総武蔵特定目的会社から当社代表取締役橋本俊明に譲渡し、同人から株式会社日本シニア住宅

リースに譲渡することにより、一時的に当社と同人との間において、建物賃貸借契約が成立しておりま

す。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

　　１．関連当事者との取引

　　（1）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関係当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

当社役員

が業務執

行を決定

する権限

を有する

法人

(注1)

社会福祉法

人

敬友会

(注2)

岡山市南区
357百万円

(基本金)

介護福祉

施設の運

営等

無し

 
 福祉関連物

品の販売

（注3）

 
 役員の兼任

（注2）

 

 

 
 給食材料

 の販売

(注3)

 
 福祉用具

 の販売

(注3)

 
 情報機器

等の販売

(注3)

 

 
132

 

 

 
69

 

 

 
12

 

 

 

 
営業未収入金

 

 

 
営業未収入金

 

 

 
営業未収入金

 

 

 

 
12

 

 

 
5

 

 

 
1

 

 

 

　 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 （注１）「関連当事者の開示に関する会計基準（企業会計基準11号）」5.（4）に基づくものです。

 （注２）当社代表取締役会長　橋本俊明が理事長を務める社会福祉法人です。

 （注３）取引条件及び取引条件の決定方針は、一般の取引条件と同様に決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 
１株当たり純資産額 1,262円58銭

１株当たり当期純利益 170円68銭
 

 
１株当たり純資産額 1,431円39銭

１株当たり当期純利益 216円73銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　(注)１．平成25年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行いました。前連結会計

年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。

２．（会計方針の変更）に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取扱いに従っています。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が８円39銭増加しております。

 

　(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 25,966 29,600

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
613 858

（うち少数株主持分（百万円） (613) (858)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 25,352 28,742

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
20,080,000 20,079,926

 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当期純利益（百万円） 3,427 4,352

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,427 4,352

期中平均株式数（株） 20,080,000 20,079,932
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（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱ジャパンケアサー
ビス

 第１回無担保社債
平成年月日 357

(120)
236
(120)

0.94 なし
平成年月日

23.2.28 29.2.28

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

 

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

120 115 － － －
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,315 215 0.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,177 682 1.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 255 277 6.5 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除
く。）

8,796 8,085 1.5 平成28年～36年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）

7,554 7,618 6.5 平成28年～54年

その他有利子負債 － － － －

合計 20,098 16,878 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高及び期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,923 607 3,627 1,776

リース債務 281 268 262 267

 

【資産除去債務明細表】

（資産除去債務関係）注記において記載しているため省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

営業収入（百万円） 19,447 39,281 59,244 78,932

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
1,566 3,405 5,586 7,284

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
833 1,906 3,311 4,352

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
41.48 94.93 164.91 216.73

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
41.48 53.44 69.97 51.81
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,248 8,112

営業未収入金 ※１ 5,308 ※１ 5,627

前払費用 684 759

繰延税金資産 362 341

その他 ※１ 63 ※１ 75

貸倒引当金 △8 △8

流動資産合計 13,658 14,908

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※２,※３ 11,530 ※２ 10,888

構築物 133 111

車両運搬具 7 4

工具、器具及び備品 121 122

土地 ※２ 2,476 ※２ 1,899

リース資産 6,052 6,051

建設仮勘定 23 -

有形固定資産合計 20,346 19,076

無形固定資産   

ソフトウエア 209 313

のれん 52 20

借地権 198 198

その他 52 48

無形固定資産合計 513 581

投資その他の資産   

関係会社株式 3,138 3,128

長期貸付金 ※１ 5,202 ※１ 5,492

長期前払費用 292 277

前払年金費用 120 325

繰延税金資産 354 497

差入保証金 4,212 4,098

その他 20 24

貸倒引当金 △16 △379

投資その他の資産合計 13,325 13,464

固定資産合計 34,184 33,122

資産合計 47,843 48,030
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 ※１ 548 ※１ 641

短期借入金 ※２ 1,849 ※２ 549

リース債務 209 231

未払金 ※１ 1,451 ※１ 1,576

未払費用 287 736

未払法人税等 1,361 919

前受金 ※１ 1,676 ※１ 1,798

預り金 48 53

賞与引当金 638 662

その他 ※１ 74 ※１ 201

流動負債合計 8,146 7,371

固定負債   

長期借入金 ※２ 8,228 ※２ 7,679

リース債務 6,875 6,976

資産除去債務 611 636

その他 475 282

固定負債合計 16,190 15,574

負債合計 24,337 22,945

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,925 3,925

資本剰余金   

資本準備金 4,167 4,167

資本剰余金合計 4,167 4,167

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 15,413 16,992

利益剰余金合計 15,413 16,992

自己株式 - △0

株主資本合計 23,505 25,085

純資産合計 23,505 25,085

負債純資産合計 47,843 48,030
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業収入 ※１ 40,067 ※１ 42,276

営業原価 ※１ 29,056 ※１ 30,759

営業総利益 11,011 11,516

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 6,125 ※１,※２ 6,707

営業利益 4,885 4,809

営業外収益   

受取利息 ※１ 64 ※１ 71

その他 28 12

営業外収益合計 93 83

営業外費用   

支払利息 516 484

貸倒引当金繰入額 - 362

その他 5 0

営業外費用合計 521 847

経常利益 4,457 4,045

特別利益   

補助金収入 ※３ 105 -

事業譲渡益 ※１ 4 -

事業分離における移転利益 - 50

特別利益合計 109 50

特別損失   

子会社株式評価損 - 9

固定資産圧縮損 ※３ 105 -

特別損失合計 105 9

税引前当期純利益 4,461 4,085

法人税、住民税及び事業税 1,931 1,766

法人税等調整額 △47 △193

法人税等合計 1,883 1,572

当期純利益 2,577 2,512
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【営業原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　給食費  2,401 8.3 2,382 7.8

Ⅱ　労務費 ※１ 14,839 51.1 15,238 49.5

Ⅲ　経費 ※２ 11,814 40.6 13,138 42.7

営業原価合計  29,056 100.0 30,759 100.0

      

　（注）※１　労務費には次の項目が含まれています。

項目 前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額（百万円） 404 426

退職給付費用（百万円） 251 201

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

地代家賃（百万円） 7,070 7,878

水道光熱費（百万円） 1,052 1,162

減価償却費（百万円） 1,170 1,041
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,925 4,167 4,167 13,558 13,558 21,651 21,651

会計方針の変更による累積的影
響額

     － －

会計方針の変更を反映した当期首
残高

3,925 4,167 4,167 13,558 13,558 21,651 21,651

当期変動額        

剰余金の配当    △722 △722 △722 △722

当期純利益    2,577 2,577 2,577 2,577

自己株式の取得        

当期変動額合計 － － － 1,854 1,854 1,854 1,854

当期末残高 3,925 4,167 4,167 15,413 15,413 23,505 23,505

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,925 4,167 4,167 15,413 15,413 － 23,505 23,505

会計方針の変更による累積的
影響額

   131 131  131 131

会計方針の変更を反映した当期
首残高

3,925 4,167 4,167 15,544 15,544 － 23,637 23,637

当期変動額         

剰余金の配当    △1,064 △1,064  △1,064 △1,064

当期純利益    2,512 2,512  2,512 2,512

自己株式の取得      △0 △0 △0

当期変動額合計 － － － 1,448 1,448 △0 1,448 1,448

当期末残高 3,925 4,167 4,167 16,992 16,992 △0 25,085 25,085
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法（ただし、建物（附属設備を除く）については定額法）を採用しております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に負担すべき金額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

　　　　②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　　　　③未認識数理計算上の差異の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計

処理と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

　但し、資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の費用としております。

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

有価証券報告書

78/90



（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。）を当

事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従

業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごと

の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

　この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が203百万円増加し、繰越利益剰余金が131百万円増加しておりま

す。なお、これにより損益に与える影響は軽微であります。

　また、当事業年度の期首の１株当たり純資産額は6円54銭増加しております。

 

（貸借対照表関係）

 ※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
 

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

 
 短期金銭債権
 

 
    73百万円

 

 
   133百万円

  
 長期金銭債権
 

 
 4,720百万円

 

 
 5,020百万円

  
 短期金銭債務
 

 
   427百万円

 

 
   432百万円

 
 

 ※２　担保に供している資産

 
 

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

 
 建物
 

 
7,093百万円

 

 
6,715百万円

  
 土地
 

 
 532百万円

 

 
 532百万円

 
 
 合計
 

 
7,625百万円

 

 
7,247百万円

 
 

　担保に係る債務

 
 

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

 
 短期借入金
 

 
    525百万円

 

 
    525百万円

  
 長期借入金
 

 
  6,868百万円

 

 
  6,343百万円

 
 
 合計
 

 
  7,394百万円

 

 
  6,868百万円

 
 

 ※３　国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりであり、貸借対照表計上額はこの額を控除してお

　　　 ります。

 
 

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

 
 建物
 

 
   254百万円

 

 
   254百万円

 
 

 ４　偶発債務

 　　　債務保証

 　　　不動産賃借契約の未経過賃借料の保証

 
 

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

 
 ㈱ケアプラス
 

 
   408百万円

 

 
   371百万円
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（損益計算書関係）

 ※１　関係会社との取引高

 
 

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 
営業取引による取引高
 

 
 

 

 
 

  
　営業収入
 

 
　391百万円

 

 
　561百万円

  
　営業費用
 

 
3,206百万円

 

 
3,755百万円

  
　その他の営業取引
 

 
　 84百万円

 

 
333百万円

  
営業取引以外の取引による取引高
 

 
　 99百万円

 

 
92百万円

 
 

 ※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当事業年度
（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

給料及び手当 2,719百万円 2,894百万円

賞与引当金繰入額 233百万円 235百万円

退職給付費用 128百万円 98百万円

減価償却費 111百万円 126百万円

貸倒引当金繰入額 △6百万円 0百万円

 

 　　　おおよその割合
 
　販売費
 

 
2.9％

 

 
2.2％

  
　一般管理費
 

 
97.1％

 

 
97.8％

 
 

 ※３　国庫補助金の受入れによる圧縮記帳額は、次のとおりです。

 
 

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 
 建物
 

 
　105百万円

 

 
　－百万円

 
 

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成26年３月31日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式3,138百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式3,128百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度

（平成27年３月31日）

（１）流動の部    

繰延税金資産    

賞与引当金  　　　　225百万円   　　　　217百万円

未払事業税 90  75

未払社会保険料 34  33

その他 13  16

繰延税金資産（流動）計 364  342

繰延税金負債    

未収入金 △1  △1

繰延税金負債（流動）計 △1  △1

繰延税金資産（流動）の純額 362  341

（２）固定の部    

繰延税金資産    

長期未払金 17  16

貸倒引当金 5  121

減価償却費 21  11

繰延消費税等 52  45

資産除去債務 216  203

差入保証金 193  205

未払費用 9  103

その他 66  65

繰延税金資産（固定）計 582  772

繰延税金負債    

前払年金費用 △39  △106

固定資産 △154  △138

その他 △33  △30

繰延税金負債（固定）計 △227  △275

繰延税金資産（固定）の純額 354  497

繰延税金資産合計 717  839

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.8％  35.4％

（調整）    

交際費等及びのれん償却費等

　永久に損金に算入されない項目
0.3  0.3

住民税均等割 3.0  3.8

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.6  1.9

税額控除 －  △3.2

その他 0.5  0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.2  38.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異については32.8％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異について

は、32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は76百万円減少し、法人税等調

整額が同額増加しております。
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（企業結合等関係）

　　　連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産 建物 11,530 244 206 680 10,888 4,866

 構築物 133 － 0 21 111 181

 車両運搬具 7 － 0 3 4 198

 工具、器具及び備品 121 57 2 54 122 725

 土地 2,476 － 577 － 1,899 －

 リース資産 6,052 306 － 307 6,051 1,649

 建設仮勘定 23 － 23 － － －

 計 20,346 608 810 1,067 19,076 7,621

無形固定資産 ソフトウェア 209 165 － 61 313 310

 のれん 52 － － 31 20 292

 借地権 198 － － － 198 －

 その他 52 1 － 5 48 30

 計 513 166 － 98 581 634

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 グリーン東京 151百万円

 ウェルピア市川 85百万円

リース資産 Ｃアミーユ上石神井 306百万円

 

２．当期減少額の主な内訳は「遊雅東嶺町」を事業分離した際移転したもので、その内訳は以下の通りでありま

す。

建物  201百万円

土地  577百万円

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 25 387 25 387

賞与引当金 638 662 638 662
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　 該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

有価証券報告書

84/90



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。

公告掲載URL　http://www.amille.jp/

ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生

じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第17期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月27日中国財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年６月27日中国財務局長に提出

（3）四半期報告書及び確認書

（第18期第１四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月13日中国財務局長に提出

（第18期第２四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月13日中国財務局長に提出

（第18期第３四半期）（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月12日中国財務局長に提出

（4）臨時報告書

平成26年７月４日中国財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

   
 
 

   平成27年６月24日

株式会社メッセージ    

 

   取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川合　弘泰　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　　昇　印

 

  
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千原　徹也　印

     

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メッセージの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社メッセージ及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社メッセージの平成27

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社メッセージが平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

   
 
 

   平成27年６月24日

株式会社メッセージ    

 

   取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川合　弘泰　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　　昇　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千原　徹也　印

     

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メッセージの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

メッセージの平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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